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Abstract 

The vibration characteristics of the fuel assembly for the advanced thermal reactor FUGEN 
are presented. They are obtained through fundamental vibration test, forced vibration test and 
the seismic vibration test simulating EL-CENTRO and TAFT earthquake. 

An electro-magnetic type vibration testing machine is used for experiments. The fuel assem-
bly unit consists of the pressure tube, the collecting mechanism and the fuel assembly of 28 fuel 
rods incorporated with dummy fuel pellets. The fuel assembly is supported axially on the shield 
p~ug at _botto~ conn:ct~ng by collet -~echani_sm:: a~d l~terally contacted to the pressure tube through 
piston ring springs of the upper and lower fuel tie plates. 

A seismic simulation code is developed for seismic analysis based on the time history method. 
Calculated values are compared with those observed in experiments. 

Main results are summarized as follows. 
(1) The fundamental vibration test indicates that the rigidity and the damping ratio of the fuel 

assembly are not constant but depend on the deflection of the fuel assembly, and that the spring 
constant and the coefficient of spacer are also not constant but depend on the impact force due 
to the relative motion to the pressure tube. 

(2) The agreement is good enough between calculated response curves of the relative displace-
ment and velocity of the fuel and those observed in expements. The calculated maximum value 
of acceleration agrees well with the measured value. As a result, the seismic simulation cal-
culation is found to be accurate enough to the practical usage for the fuel safety analysis. 

(3) In t_he calculation in which the non-linear form based on the measured value is adopted for 
damping ratio of the fuel assembly and spring constants of spacers, we have found that cal-
culated response curves become close to experiments. 
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1. まえがき

原子炉燃料の振動挙動，耐振強度の評価は，原子炉

の安全性並びに燃料棒の健全性の面から重要な課題の

一つとされている。原子炉施設の耐震設計の考え方お

よびその計算技術はかなり高度化されてきている。そ

の上，原型炉等の建設に際しては実規模に近いモデル

による確認実験を行うなど，慎重な対応の仕方が一般

化してきている。

炉心を構成する燃料集合体が個々に，圧力管に収め

られる形の原子炉では，燃料集合体が炉心の下部グリ

ッド板に支持固定される場合と異なり，その振動挙動

は複雑になる。新型転換炉原型炉「ふげん」の燃料集

合体は燃料交換等に関連して，圧力管の内面との間

に，ある程度の隙間を有する設計となっている。その

ため，壁との衝突を伴う非線型振動系についての，か

なり厳密な地震応答解析を行い，燃料体の挙動が原子

炉の核・熱的安全性を損うようなことがないかどう

か，圧力管との衝突により，燃料集合体の健全性を損

うようなことがないかどうかの確認を行う必要があ

る。

以上のような観点から，実寸法の燃料集合体を用

ぃ，その振動系要素の定量並びに振動実験を行い，ふ

げん燃料集合体の地震時の挙動並びに耐震性を明らか

にした。また，燃料集合体の耐震計算コードを開発

し，地震波の再現実験との比較検討を行い，同計算コ

ードによる応答の解析計算値が実用上十分な精度を有

するものであることを明らかにした。

本耐震計算コードは， 「ふげん」の炉心を対象とし

て開発したものであるが，入カデータの取り方によ

り，舶用炉にも適用できるよう配慮しており，船体振

動に対する燃料集合体の挙動の把握或いは衝突事故時

の燃料集合体の健全性並びに原子炉の核・熱的安全性

の評価等に活用できる。

(138) 

7.3 振動定数の再検討

8. あとがき

9. 謝辞

付録ー1 新型転換炉原型炉「ふげん」の概要

付録ー2 弾性支持された棒の固有振動数および

歪と変位の関係

付録ー3 スペーサの粘性減衰係数

参考文献

当研究所は，原子力船研究開発の第 1の課題とし

て，振動動揺対策の問題を採り上げ，昭和 33年から

その研究を実施してきている。昭和 39~40年には原

子力第 1船「むつ」用燃料集合体の振動実験を実施

し，その成果を燃料保持機構の改良，燃料集合体固有

振動数を船体振動領域外へずらすように改善すること

などに反映させた。

動力炉・核燃料開発事業団がナショナル・プロジニ

クトとして実施している新型転換炉の開発に当り，前

記のような原子力船の振動動揺対策に関する研究の実

績が評価され，当研究所が燃料集合体の振動挙動に関

する炉外評価試験の部分を担当することとなった。こ

の試験研究は昭和43年から 53年まで実施した。その

成果1)～5)は，その都度，次のステップの開発研究にフ

ィードバックされるとともに，原子炉の安全性審査，

ふげん燃料集合体の工事認可申請等における基礎資料

として採用された。

本報告は，そのうち最も重要なテーマである耐震挙

動に関する部分を整理し，その後，再度検討を加え，

研究報告としてまとめたものである。

耐震性評価の手法には，実規模モデルにより実験的

に証明する方法と信頼性の立証された耐震計算コード

による解析評価の方法とがある。

試験研究の第 1のねらいが原型炉ふげん燃料体の健

全性の評価にあることから，本報告では実規模振動試

験の結果を，第 4章燃料集合体の振動特性および

第 5章振動実験の 2章にまとめ，健全性の評価に直

接利用できるよう，各章節の末尾に主な結果を要約し

た。

本報告の主目的である解析計算コードの開発は，試

験研究としては，ふげん燃料の健全性の再確認にとど

まり第 2義的である。しかし，ふげん燃料の変更時あ

るいは次のステップで建設が予定されている実証炉燃

料の評価時には不可欠の耐震計算コードとして利用で
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きる。そこで，第 6章の動的応答解析では，第4章で

得られた振動特性を基本とした解析モデルを設定して

動的応答の解析計算を行い，第 7章の検討において，

解析計算コードによる計算値が実用上十分な精度を有

することを実験値との比較により立証した。

2. 燃料集合体

新型転換炉原型炉「ふげん」は，電気出力 165,000

kWの重水減速沸騰軽水冷却型の原子炉で，その概要

は付録ー1に示すとおりである。

燃料集合体は 28本の燃料棒を束（バンドル）にし

たもので，内層，中間層および外層に各々， 4本， 8 

本， 16本の燃料棒が同心円状に配列されている。各層

の燃料棒は上・下タイプレートおよびスペーサで燃料

棒相互の間隔が保たれ，中間層の 8本の燃料棒（タイ

ロット燃料棒）で上・下タイプレートに固定し，組立

てられている。

スペーサは中性子経済と除熱能力の観点から最適化

された間隔（上・下部で粗，中央部で密）で軸方向に

12個配列され， 4本のスペーサ・タイロットで所定の

間隔に保たれている。圧力管内での燃料集合体の重量

はコレット機構で下部遮蔽プラグ上に支持され，横方

向の位置決めおよび支持は上・下タイプレートの側面

円周に設けられたピストン型案内ばねで行われてい

る。

リング素子詳細図

燃料集合体の全体組立図を図ー2.1に，振動特性に

関連する要目を表ー2.1に示す。

表ー2.1 5F型燃料集合体の主要目
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W-Cu合金（模擬材料）
14.39mm 

20mm 

10.41g/cm3 

Zry-2 

14.70mm 
0.86mm 

16.46mm 

4,050mm 

タイロット燃料棒

4,151mm 

フリーロット燃料棒

4,125mm 

3,730mm 

0.29mm 

280mm 

有効長

ペレット被覆管間ギャップ

プレナム長さ

4) 燃料集合体

燃料棒本数

全長

燃料要素ギャップ

燃料要素と圧力管の間隔

重量

28本
4,388mm 

1.7mm以上

2.28mm 

230kg 

(140) 



燃料棒は，外径 16.46mmm, 肉厚 0.86mm, 長さ

4,050mmの Zry-2製被覆管の両端に端栓を溶接した

構造のものである。燃料の UO2ペレットは 14.44

mm<fix18mmHの両端面ディッシュ・チャンファ付

きペレットで， 燃料被覆管には炉心の有効長 3,700

mmに相当する約 200個のペレットが詰められてい

る。

燃料棒相互の間隔を一定に保つスペーサはリング素

子 28個， タイロットガイドリング 4個，外リング等

からなり， TIG溶接により所定の配列に糾立てられて

いる。燃料棒を所定の位置に位置決め保持するリング

素子は， Inconel-718製のリングに燃料棒保持用の突

起（固定ディンプル 2個，ばねディンプル 1個）を 3

方向に打ち出し，これら突起間の部分に窓およびスリ

ットを打抜いたものである。組立てられたスペーサ

は， リング素子のばね特性を向上させるため，アルゴ

ン雰囲気中で時効熱処理されている。

スペーサの外観を写真ー2.1に示す。

写真ー2.1 5F型用スペーサ

本研究に供した燃料集合体は前述の標準燃料集合体

の試作品である。燃料集合体の試作は 1次から 5次に

わたり実施され，その都度，振動特性を調べたが，本

報告では， 5次試作品（ふげん燃料として炉心に装荷

されたもの）を 5F型と略称し， その特性を主体にし

てまとめることにする。

また， 「ふげん」には原子炉材料の中性子照射によ

る脆化の状況を把握するため，先行照射試験用材料小

試験片の組込まれた燃料集合体が装荷される。これを

特殊燃料集合体と呼ぶ。特殊燃料集合体の中心部には

5 

照射試験片入りキャプセルを挿入するための案内管が

あり， その外周に直径の異なる燃料棒，各 18本が 2

層に配列されている。

外層燃料棒は直径 12.5mmの燃料ペレットを外径

14.72mm</>,内径 13.04mm</>の Zry-2製被覆管に収

めたもので，その全長および有効長は 4,046mmおよ

び 3,540mmである。内層燃料棒は直径 8.0mm<pの

燃料ペレットを外径 9.70mm<p, 内径 8.46mm</> の

Zry-2製被覆管に収めたもので，その全長および有効

長は外層燃料棒と同一値である。

スペーサ相互の間隔は，標準燃料集合体と同一であ

って，案内管に設けられた止め板とスペーサの最内周

にある案内管保持リングで所定のピッチに保たれる。

特殊燃料集合体の全体組立図を図ー2.2に示す。

本報告では，特殊燃料集合体の最終試作品を 4特型

と略称し，その特性を補足データとして使用すること

にする。

3. 実験装置

3.1 振動試験機

振動試験機は燃料集合体に強制的な振動外力を加

ぇ，供試体の振動特性を調べるために設置した動電型

の振動試験機である。試験機は筐体（ラック）に収め

られた電子回路，コンクリート基礎上に固定された 3

台の振動子，油圧浮上式の水平テーブルおよび各種の

加振治具類よりなる。その主要目，全景および振動試

験計測システムのブロック線図を表ー3.1,写真一3.1,

および図ー3.1に示す。

電子回路は 0.5~500Hzの超低周波を発生する掃引

発振器，その出力を増幅し，上・下2台の振動子を加

振する 2組の電力増幅器，その出力を加速度一定また

は振幅一定に制御する振動制御器，振動子を励磁する

ための励磁電源よりなる。

振動子はムービング・コイルを有する動電型で，電

子回路からの電気的振動を機械的振動に変換する部分

である。試験機には 3台の振動子が 2mの間隔で垂

直に配置されており，そのうちの 1台または 2台を選

んで加振させることができる。

加振治具は燃料集合体を各種の支持状態で加振する

ための治具で，スペーサ加振治具，圧力管加振治具お

よびタイプレート加振治具からなる。

スペーサ加振治具は，燃料集合体の全スペーサ部お

よびタイプレート部を固定し，同一振幅，同一位相で

加振するための治具である。スペーサ加振治具により

(141) 
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写真ー3.1 振動 試 験 機 J

図ー3.1 振動実験・計測システムのプロック線図

(143) 
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表ー3.1 振動試験機の主要目

総合仕様

最大加振力

最大加速度

最大振幅

可動部重量

使用周波数範囲

振動子寸法

200kgx 2 計 400kg

試料負荷時 lG 
（試料＋加振治具） 400kg 
40mm (P-P) 

25kgx2 計 50kg以下

（加振治具含む）

0.5~200Hz 

150mm幅

（加振治具取付部）

24時間連続

（但し，周囲温度 0~40°C)
電源 3相 220V 50Hz 

消費電力 約 8kVA

振動子冷却方式 強制空冷

制御部冷却方式 強制空冷

外形寸法および重量

振動子 重量

寸法

定 格

制御筐体 重量

寸法

約 1,100kg 

約幅 900mm

高さ 760 奥行 700
約 600kg

約幅 1,024mm

高さ 1,900 奥行 600

構成

電子回路部 数量

超低周波掃引発振器 1台

振動制御増幅器 2台

電力増幅器 2台

電力増幅器電源 2台

振動計測器 2式

励磁電源 2台

電源制御器 1台

加振部

振動子 3台

プロワー 3台

油圧浮上式水平テーブル 1台

燃料集合体を振動試験機に取付けた状態を写真ー3.2

に示す。スペーサを固定した状態での燃料棒の固有

振動数が高いため，梁に相当する部分には軽量で，か

っ，極めて高い剛性が要求される。燃料集合体および

治具の重量は油圧浮上式の水平テーブルで支持し，加

振力は，上・下2台の振動子により加える。写真ー3.3

参照。

圧力管加振治具は燃料集合体が原子炉の圧力管内に

装荷された状態を再現し，それを加振するための治具

である。燃料集合体を収める圧力管は「ふげん」の圧

力管と同一寸法・精度のステンレス鋼製で，燃料集合

体はその下部に内装されているコレット機構で支持さ

(144) 

写真ー3.2 スペーサ加振治具による振動実験

写真ー3.3 油圧浮上式水平テーブルによるスペー

サ加振治具の支持

れる。燃料集合体を収めた圧力管加振治具の重量は，

十分に長く細いビアノ線で懸架し，支持する。加振力

は振動子に取付けた上・下2本の腕を介して圧力管に

伝えられる。圧力管には計測用の孔が設けられてお

り，燃料集合体の加速度，変位等が外部から計測でき

る（写真ー3.7参照）。圧力管加振治具による振動実験

の概念および写真を図ー3.2および写真ー3.4に示す。

タイプレート加振治具は燃料集合体全体の振動特性

を調べるための治具である。燃料集合体の上・下タイ

プレート部を 2本の腕でつかみ，振動子の加振力を直
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写真ー3.4 圧力管加振治具による振動実験

写真ー3.5 タイプレート加振治具による振動実験

（上から見た状態）

図＿3.2 圧力管加振治具による振動実験

接タイプレート部に伝える。燃料集合体の重量は上部

タイプレート部をビアノ線で懸架して支持する。タイ

プレート加振治具による振動実験の様子を写真ー3.5

に示す。

3.2 振動計測器類

3.2.1 振動計測装置

振動計測装置は，振動計，ト―フッキンク・フィルタ，

位相差計， X-Yレコーダ，シンクロスコープ，ディ

ジタル電圧計，周波数カウンタなどからなり，筐体に

収められている。この振動計測装置は燃料集合体の振

動特性の計測に供するため，特に低域での計測ができ

るように配慮されている。各機器の性能等は以下のと

おりである。

(1) 特殊低域型振動計および振動計

特殊低域型振動計は，振動検出器，前置増幅器およ

び振動計よりなる。振動検出器は，チタン酸ジルコニ

(145) 
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写真ー3.6 振動計測装置

ュームの圧電効果を利用した加速度計であって重量 5

g,寸法 9mmx9mmx15mmの小型軽量のものであ

る。写真-3.7参照。検出器の付加による燃料棒など

の振動特性の変化は無視し得る。前置増幅器および振

動計は最低 0.5Hzまでの加速度， 最低 lHzまでの

振動変位が計測できるような低城型であり，本実験の

ために特に開発したものである。主要目を以下に示

す。

1) 構成

振動計

前置増幅器

検出器

2) 振動計性能

IMV社製（国際機械振動研

究所（株））

3チャンネル， 1台

9ケ

I MV  V P-4803, 9ケ

加速度測定範囲 0~3 G (0.5~500Hz) 

写真ー3.7 圧力管および燃料集合体の加速度検出

(146) 

5段切換

変位測定範囲 0~30mm (1~10Hz) から

0~0.03mm (30~200Hz) 

7段切換

出 力 High 出カインピーダンス 10kQ 

出力電圧 lOV P-P 

Low 出カインピーダンス 20Q 

出力電流 0~5mA（可変）

3) 検出器

検出方式 圧電効果方式

感度 約 50mV/G

共振周波数 約 lkHz

許容最大加速度 3G 

寸法 9 mmH x 9 mm W x 15 mmD 

重最 5g 

振動計は振動加速度を検出する圧電型の加速度検出

器と入力部にチャージアンプを用いた振動計からなる

汎用の振動計であって，特殊低域型振動計では計測で

きない高い周波数成分の計測に用いる。その主要目

は，以下のとおりである。

1) 検出器

型式 I MV  VP-4200型

方式 圧電素子

感度 50mV/G 

共振周波数 25kHz 

許容加速度 lOOG以上

使用ケーブル ローノイズ・ケープル 10m 



寸法 14mm<ftx29mmH 

重量 ． 35g 

数 量 6ケ

2) チャージアソフ゜振動計

型式 I MV  VM-4203型

測定周波数範囲

加速度 5Hz~10kHz 

速度 5Hz~300Hz 

変位 5Hz~70Hz 

測定範囲

加速度 0.1~300G, 8レンジ

速度 1 ~ 3,000 cm/s, 8レンジ

変位 0.3~100mm, 6レンジ

出力 0~5mA/20Q 負荷

数量 6チャンネル

(2) トラッキング・フィルタおよび位相差計

トラッキング・フィルタは周波数フィルタおよび同

期周波数変換器からなり，超低周波掃引発振器（振動

試験機）の発振周波数を基本波とし，振動計の出力波

形の中から基本周波数成分のみを取り出す周波数分析

器である。その主要目は，次のとおりである。

1) フィルタ

周波数範囲 5Hz~5kHz 

チャンネル数 2チャンネル

入力電圧 最大 lOVP-P 

入カインビーダンス

50kQ 

帯域幅 5Hz 

出力 DC出力

最大 5V

振幅の対数に比例

IF出力

最大 5Vrms 30kHz 

位相及び振幅が分析値に比例

出カインビーダンス

lkQ 

直線性 士l.5db以内

雑音 -60db 

2) 同期周波数変換器

周波数範囲 5Hz~5kHz 

入力電圧 O.l~lOVrms 

出力周波数 30 kHz (5 Hz~5 kHz) 

出力電圧 5Vrms 

安定度 土lx10-5 

11 

製作社 IMV社

位相差計はトラッキソグ・フィルタからの 2個の変

調出力より，その位相差を求め指示記録するためのも

ので，その主要目は，次のとおりである。

周波数範囲 5Hz~30kHz 

入力電圧 5mV~lOV 

精度 土2゚ 以内

出力電圧 土3V（指示計フルスケール

時）

出カインビーダンス lOkQ 

入カインビーダンス lOOkQ 

指示 • 0～士180°
0~ 360° } 2レンジ切換

製作社 IMV社

(3) 指示・記録計類

計測値の指示・記録および計測値の較正のため，筐

体には次の機器が組込まれている。

X-Yレコーダ 2ペン

横河 3078-01型

ペン書きオッシログラフ

6ぺ‘./

三栄測器 レクチホリ

シソクロスコープ 2現象

岩通 SS-5157M型

ディジタル電圧計 積分型

横河 2805型

直流電圧ユニット

横河 2832型

交流電圧ユニット

横河 2835型

周波数カウンタ 岩通 FC-5131型

3.2.2 非接触型振動変位計

圧力管内での燃料集合体の変位量「相対変位」を計

測するため， KAMAN社製非接触型振動変位計を用

いた。この変位計は渦電流を利用し，ターゲットまで

の距離を検出する非接触型のピックアップと，その電

気出力を mm単位の距離に変換し，指示する変位計か

らなっている。その主要目は，以下のとおりである。

(1) 構成

ピックアップ 1ケ

前置増幅器 1台

変位指示計 1台

(2) 仕様

1) ピックアップおよび前置増幅器

(147) 
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型式 KAMAN社

MODEL KD-2300-2S 

直線最大変位 2.5mm

測定最大変位 2mm（士1mm)

直線［生 0.5%/F.S.以内

再現［生および分離能

約 0.01%/F.S.

2) 変位指示計

動的変位計

測定範囲 0～土1mm

レンジ 土10, 土30, 土100, 士300,

土1,000μF.S. 

非接触型振動変位計

ビックアップの圧力管への取付け状況

（下は加速度計ピックアップ）

相対変位記録例

写真ー3.8 非接触型振動変位計

周波数範囲 5Hz~10kHz 

出力 士1V/F.S.または

5mA/F.S. 

カットオフ周波数

5Hz H.P.F. 

静的変位計

測定範囲 0～土1mm

レンジ 士10, 土30, 士100, 土300,

土1,000μF.S. 

出力 士1V/F.S.または

5mA/F.S. 

カットオフ周波数

5H:z L.P.F. 

KAMAN社製の変位計はデュアルタイプで， 主要

目に示す如く，被測定物が平板の場合に極めてよい直

線性が得られるが，燃料集合体のように複雑な形状の

被測定物の場合にはその直線性が期待できない。この

ような場合，被測定物と検出器の距離に対する出力電

圧の関係を実測し，それを較正曲線として測定値に補

正を加える必要がある。

較正は非接触型振動変位計を圧力管に取付け，圧力

管に設けた孔を利用して外部から燃料集合体の位置を

変化させ，両者間の距離と変位計出力電圧の関係がで

きるだけ直線状になるよう，出力特性を調整し，最終

的な較正曲線とする。圧力管と燃料棒の間隔の測定に

0.6 

出
ヵ 0.4

電

圧 0.2 

(V）。

-0.2 

-0.4 

-o.5i.5 
2.0 2.5 

燃

料

棒

3.0 3.5 4.0 
ダイヤルゲージ目盛 (mm)

図ー3.3 非接触型振動変位計の較正曲線
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はダイヤルゲージを用いた。得られた較正曲線を図ー

3.3に示す。

3.2.3 高速度シネカメラによる振動変位測定

燃料棒および圧力管の振動変位を調べる方法とし

て， JOHNH. WADDEL, INC. の HIGHSPEED 

CAMERA MODEL 16-1による高速度シネカメラ撮

影を行った。 このカメラは 10,000コマ／秒の高速度

高速度シネカメラ（電源およびタイマー）

高速度シネカメラによる撤影

被写体部

写真ー3.9 高速度ヽンネカメラによる振動変位の撮影

13 

撮影が可能なプリズム回転式のカメラで， ASA400 

KODAK_7224型 16m/mロールフィルムを使用する。

高速度シネカメラによる振動変位の撮影は， S6,S8 

および S10の 3点について実施した。（図ー4.4参照）。

圧力管および燃料棒の振動は， 2mm間隔の目盛をつ

けた高さ 10mm, 幅 5mmのアルミニウム製目盛片

をそれぞれに接着し，その先端部の拡大画面を毎秒約

2,500コマの速度で， 16 m/m.100 ftフィルムに連続

撮影する。

写真ー3.9に高速度シネカメラによる撮影の状況，ァ

ルミニウム製目盛片の取付状況および高速度シネカメ

ラ駆動電源部の写真を示す。また，図ー3.4には圧力管

および燃料棒の動きを撮影する部分の概念図および高

速度シネカメラにより撮影された 16m/mフィルムの

拡大写真を示す。同図において，上側の目盛片は圧力

管に接着したのもであり，下側の目盛片はスペーサの

位置で外周の燃料棒に接着したものである。各目盛片

の等間隔の縦線は， 2mm間隔で引いた目盛線である。

写真ー3.10は， 16m/mフィルムの画面を拡大し，

70コマ約 0.003秒間の運動を連続的に示したもので

ある。同図において，①の 10コマの間では，圧力管

燃料捧用目盛片

命秒クイムマーカー

撮影フィルム拡大写真

燃料搾 圧力管

撮影状況の概念図

図ー3.4 被写体部

(149) 
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⑦
 

⑥
 

⑤
 

④
 

③
 

②
 

①
 

1/2380秒 X 1 0コマ＝ 0.0 0 4 2秒

写真ー3.10 高速度シネカメラによる撮影フィルム例

←叶
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と燃料棒は，約 0.1目盛変位し，約 48mm/secの相

対速度で動いている。最も相対速度の大きな③の部

分では， 10コマの間で， 0.3目盛移動し， 142mm/sec

の相対速度となっている。

撮影したフィルムについては， 16m/mフィルム解

析器で，圧力管，燃料棒の位置を 1コマ毎に読取り，

その実寸への換算，速度と加速度の算出，圧力管と燃

料棒の相対変位，相対速度と相対加速度の算出などの

処理および作図は電子計算機で行った。

3.3 地震波再現システム

地震波形は ELCENTRO, TAFTの 2波を用い

た。これらはふげん炉本体および建家の耐震計算で得

られた各地震波に対する圧力管の応答波形である。本

実験では，これらの波形を入力波（以下，地震波と略

称する）として加振実験を行う。これらの地震波はふ

げんの建家基礎に最大値が 0.25Gの加速度で加わっ

た場合の原子炉各部の応答を計算したものの一部であ

る。地震波は， X方向（プラントの南北方向）と Y方

向（プラントの東西方向）の 2ケース，圧力管の上部

と下部の 2ケース，合計 8ケースについて計算されて

いる。

これらのデータには， 1/100秒の時間間隔で 10秒

間の加速度が印字記録されている。この記録を用いて

振動試験機を加振するため，次のような信号変換を行

った。

(1) データを制御用小型電子計算機 FACOM-Rで

アナログ信号に変換し，データレコーダに記録す

る。

(2) データレコーダのアナログ信号に含まれる直流

成分および極低周波数成分をフィルターで除去す

子を加振する。

振動試験機は動電型の振動試験機で，入力電圧に応

じて振動子の位置が変わる電圧—位置変換方式である

ため，加速度信号を変位信号に変換して入力する必要

がある。

加速度信号から変位信号への変換にはアナログ計算

機を用いた。演算回路は下図のとおりであり，積分定

数 l1=l2=1.0である。また，位の信号に含まれてい

る直流成分が積分されるため，んの点にそれを打ち消

すための一定値を入力している。

"
X
.
O
 

直流成分除去のために挿入するフィルタのカットオ

フ周波数は低い程よいが，積分器の制限電圧 (lOV),

振動試験機の振幅制限値土20mm内で振動させるた

め，直流成分を速やかに減衰させる必要がある。これ

らの条件を満足させる最小周波数として H.P.F.=1.0

Hzを採用した。このフィルタの挿入により，約 2Hz

以下の周波数では位相に差が生ずる。

図ー3.5は地震波再現システムの波形を示したもの

である。地震波形と出力加速度波形の比較により，直

流成分を除去した様子およびフィルタの特性に起因す

る低い周波数成分の重畳されている様子を見ることが

できる。出力変位波形はアナログコンピュータにより

出力波形（加速度）から試験機加振用の変位信号に変

換させたものである。

地震波の再現に用いた機器類は，以下のとおりであ

る。

る。 1) 制御用計算機 富士通，富士電機

(3) アナログ計算機で加速度信号から変位信号に変 FACOM-R 

換する。 制御出力信号 0~1.0V

(4) これを振動試験機の電力増幅器に入力して振動 2) データレコーダ TEAC R-511型

二冒宣攣冒fflB圃冒三尺三冒””闘
冒●▲三三冒□冒冒□
二｀訃［』三〗□冒王□］』冒尺三一

図ー3.5 地震波再現システムの出力波形

(151) 
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郊 !PS,, DC~2,000Hz 

45db 

3) フィルタ NF社 FV-602T

H.P.F. 1~ 16 kHzに改造

L.P.F. 2.5~20 kHz 

減衰傾度 42db/oct 

SN比 70db

4) アナログ計算機 日立 ALS-260 40L 

演算電圧土lOV

静的確度 0.05% F.S. 

写真ー3.11に地震波の再現に用いた機器類（制御用計

算機を除く）を示す。

写真ー3.11 地震波再現用機器類

4. 燃料集合体の振動特性

ふげん燃料集合体に加わる地震外力は，上・下タイ

プレートの案内ばねを介して圧力管から伝えられる。

スペーサで支持されている各燃料棒の振動系は地震波

の周波数成分に対して十分に高い領域 (100~500Hz)

にあり，燃料棒がそれに共振するようなことはないと

考えてよい。これに対し，燃料集合体の固有振動数は

かなり低く (2~3Hz)，地震波の周波数成分内にある。

従って，耐震強度の評価のためには，まず，燃料集合

体の振動特性を解明し，その強制外力による圧力管内

での挙動を把握する必要がある。

燃料集合体のように，剛性の低い長尺の燃料棒を束

ね，多段のスペーサで弾性支持しているバ‘ノドルの場

合，その剛性および振動特性を解析的に求める手法

は，まだ確立されていない。そこで，本研究では計算

に必要な系の諸定数を実験的に求め，それを計算モデ

ルのインプット・データとした。以下，その概要につ

(152) 

いて述べる。

4.1 端末支持条件

空気中に垂直におかれた長い棒が振動している場

合，その基礎微分方程式は，

がy, A a2y 
EI— +pA--=0 

aが at2
(1) 

で表わされる。

棒上の点ぉのたわみ yの一般解は， y=y（の）sin砒

とおき，（1)式を解いて，

y（お）＝C1sin紅＋C2cos紅＋Casinh紅

+C4cosh紅 (2)

となる。ここで，

C1~C戸端末の条件によって決まる定数，

¢= （雪）1/4

である。

棒の両端が弾性的に支持されている場合，棒の端末

にかかる曲げモーメントは端末のたわみ角に比例す

ると仮定し，両端の境界条件「端末支持条件」 (end

fixity)を次式で表わす方法が一般に用いられてい

る6),7),9)。

（四（お，t）t=o, L. L＝土aL(}Jf_『お，Q_t=O,L (3) 

支持条件の代表的なケースとして，両端単純支持

(both end support)の場合 aL=O, 両端固定 (both

end clamp)の場合， aL=ooとなり，弾性支持を含む

全ての支持条件を aL=O~ooの値で表現することが

できる。以下，これを支持条件または端末支持条件と

呼び， aL値で表わすこととする。

振動中の棒のたわみ曲線は，正弦状分布荷重が加わ

る時の棒のたわみに最も近いことが既に明らかにされ

ている。（付録ー2参照）

そこで，振動している棒のたわみ曲線を正弦状分布

荷重が加わる場合のものと仮想し，そのたわみ曲線お

よび振動数を求めると，次式のようになり， aL値が既

知であれば，それぞれの値を算出することができる。

誓＝（←）4sinfの十 aL+2位）8炉

aL IL ¥8 
-aL+2に）ぉ (4) 

1 8aL 1 / aL ¥ 2 4 

EI ＋ 

叫＝一•
2 aL+2 冗2 (aL+2)百

p / L ¥ 4 (1 8aL 1, / aL ¥ 2が
に） ｛ア aL+2戸＋（aL+2)司

(5) 
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しかし，任意の構造物について，その aL値を解析

的に求める手法は，まだ確立されていない。

aL値を実験的に求めるには， 固有振動数の実測値

から（6)(7)式を用いて算出するのが一般的である。

両式から得られる aLと{3Lの関係を図ー4.1に示す。

且＿ (J)1n /2 

2 2(~EI ) ¥ i14 
(6) 

aL= 
-2[3L 

tan —{,2 L+'L_tan_ L h― {,L 
(7) 

2 

103 

aL 
卜

aL =I 
102 I 

tan岳＋tanh阜
2 

101 

100 

10ー1
3.14 3.5 4.0/3L 4.5 4.73 

図ー4.1 aLとf3Lの関係

t--x 
t゚ aLaL
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図ー4.2 弾［生支持棒の曲げモーメント

との関係を導出し，静荷重実験により，その aL値を

求めた。

いま，図ー4.2のように中央集中荷重の作用する弾性

支持棒を考えてみる。

0~笠<;,l/2L

において，

棒のたわみは，

EI 炉 aL L 1 L2 
万―＝ー百+aL+2・可研十 aL+2•宝切

(8) 

棒の曲げ応力は，

El (d2y ¥ aL ・ L x 下（□＝aL+8言―万 (9)

で表わされる。その最大曲げ応力はぉ＝1/2Lの点で

生じ，

4.2節で後述する如く，燃料集合体の自由振動の振

動数 (w』2冗）は振幅の増加に伴って小さくなる。そ となる。

EI (d3y ¥ L (,., aL 了（ dぉ心＝叶—~) (10) 

れが支持条件 aL値の変化に起因するものか剛性 EI 支点間距離 L と，（かy/d＄り＝0となる点までの距

に起因するものかを明らかにする必要がある。 離邸の比をおo/Lとすると，

スペーサとタイプレートにより，軸方向の移動を許

容しながら相互間の間隔を拘束する形で束ねられてい

る燃料集合体の場合，その断面二次モーメントを解析

的に算出することができない。それ故（6)式の未知数

が2ケとなり，固有振動数の実測値から aL値を求め

ることができない。そこで，本研究においては中央集

中荷重による燃料集合体のたわみ，曲げ応力と aL値

おo aL 
＝ L 4aL+8 

(11) 

となり，おo/Lは aLのみの関数となる。その関係を

図—4.3 に示す。

aL値が棒の端末にかかる曲げモーメントと傾斜角

により定義される値であることから，棒に加わる荷重

の分布状態により aL値が異なる可能性がある。そこ

(153) 
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図ー4.3 aLとおo/Lの関係

で，棒に加わる応力とたわみの関係および固有振動数

の計算値が，振動している棒の場合と仮想した荷重分

布の場合とでどのような値となるかを岡崎等の検討結

果8)を利用して比較検討した。その概要を付録ー2に

示す。この検討により，棒にかかる荷重の分布，棒の

変形状態の振動数に及ぼす影響は極めて小さく，本手

法により，真の値に極めて近い値が得られることが明

らかとなった。

燃料集合体に中央集中荷重を加える実験は，燃料集

合体が炉心内にある状態を模擬した支持方法のもとで

行なう必要がある。そこで，上・下タイプレートを短

尺の 2本の圧力管に挿入し，燃料集合体が鉛直に支持

されるよう，両圧力管を架台に固定した。燃料集合体

の重量は下部の圧力管に設けたコレット機構で支持し

た。

中央集中荷重は燃料集合体の中央部に相当するスペ

ーサに，ばね秤を介して軸に直角な引張荷重として加

えた。燃料集合体のたわみ量は荷重点のスペーサにつ

いてのみ計測した。

燃料集合体の上部を支持した状態および燃料棒に歪

ゲージを貼付した状態を写真-4.1に示す。

実験により得られた結果の 1例を図ー4.4に示す。

同図において，横軸は燃料集合体の軸方向の距離を表

わし， SO~S13は上・下タイプレートおよびスペーサ

を表わす。おo/L値から (11)式を用いて求めた aL値

は表ー4.1の通りである。同表において，全長の欄は

燃料集合体を 1本の梁または棒と仮想し，案内ばねを

支点としてたわむ場合の値である。燃料棒長の欄は，

上・下タイプレート間で燃料棒が傾斜するものとした

場合の値である。

以上，燃料集合体の支持条件についての実験および

解析を行い，次の事項を明らかにした。

(1) 圧力管に収められ，案内ばねとコレット機構

で支持されている燃料集合体の支持条件が，

両端支持・両端固定あるいはこれらの組み合

燃料集合体上端部 歪ゲージの貼付け状況

写真ー4.1 静荷重による歪鼠の測定

(1) 燃料集合体

(154) 
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燃料棒に静荷重を加えている状況 ストレンメータによる歪量の読取り

写真ー4.1 静荷重による歪量の測定

(2) 燃料棒

歪

屈

10 

(xto-•歪）

5.—• 

゜'| -)( 
SO _ _,,Si S2 

/1 
1000 

S3 S4 S!; S6 S7 

2000 3000.  4000 
長さ (mm)

図ー4.4 中央集中荷重に対する燃料集合体の歪曲線

表 4.1 aLの実測値

| L=4,237mmI L=4,070mm 
案内ばね間長さタイプレート間長さ

上端 1.43 1.52 
(1. 10~ 1. 75) （1. 18~ 1. 85) 

下端
3.40 I 3.69 

(2.35~4.45) I (2.60~4.78) 
I上・下端平均 2.42 2.60 

(1.75~3.10) I (l.89~3.32) 

（注） カッコ内の数字は実測値の範囲を示す。

せのような単純なものではないことから，弾

性支持の概念を取り入れた。

(2) 静荷重に対する応力分布と支持条件の関係を

導出し，燃料集合体の値を求めた。 (5F型で

aL与2.42)

(3) 燃料集合体の aL値は，ほぼ一定値であっ

て，荷重の大小による顕著な差異は認められ

ない。

4.2 自由振動特性

一般に粘性減衰および固体摩擦の作用する系の固有

振動数および減衰係数は，自由振動の記録波形から近

似的に求めることができる。 図ー4.5において固有振

動数 f((J)／2冗）は実線で示す振動波形 (e-μtsin(J)t)と

その極大値を結ぶ点線（e-匹）の接する点の時間間隔

から求めることができる。減衰係数比こおよび減衰係

数μ（または減衰の速さと呼ぶ）は，振動波形の隣り

合う全振幅を次々に読取り， 第 i番目および (i+l)

番目の振幅の関係を図示し，その勾配などから求める

ことができる。摩擦力による静たわみ a,固体摩擦力

F, 固体摩擦損 ho,こ，μと叩との間には，次式の

(155) 
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関係があり，減衰振動波形からそれらの振動定数を求

めることができる。

冗C 点叫＝exp(~)叫＋1十2a(l+exp (~仁亨））

μ 
μx=2冗一＝2冗 ――― こ

(J) む1-[2

(＝ log;ano {1+(log :an°)] 

F l h。
a=-＝一

k 2 l+tan0 

O=tan—1 exp (7畠）

ho=2a(l+expい喜））

¥ ＼ 
e―μt sin(J)t 

、 e —µt
⇒汗、／一

1 

真ー

／」
XIX 

(12) 

(13) 

jヽ

ヽ
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図ー4.6 燃料集合体の自由振動振幅と振動数の関
係 (5F型）
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図-4.5 減衰振動波形

自由振動の実験は 4.1節に示す装置に燃料集合体を

取付け，その中央部に引張荷重を加え，たわみ変位を

与えた後，瞬間的に引張力を開放し，燃料集合体に生

ずる歪量の変化を電磁オッシログラフに記録した。

得られた結果を図ー4.6および図ー4.7に示す。これ

らの実験値から以下のことがいえる。

(1) 振幅の大きい部分の振動数は低く，振幅の減

衰につれて振動数が高くなる。

(2) 振幅の小さい部分の振動数は一定で，その振

動が長時間持続する。

(3) 減衰係数比には固体摩擦の項が含まれてお

り，（図ー4.5の ho)振幅の大きな部分では，

その影響が大きい。

(156) 

図ー4.7 燃料集合体の振幅と減衰係数比の関係
(5F型）

(4) 減衰係数比こは次式で近似できる。

こ＝0.08~0.15,D>3mm 

こ＝menD, D:s;;3mm, m=0.00275, n=l 

即ち，この燃料集合体は固有振動数が l.6Hz（実測の

範囲で）から 2.94Hzまで変化する減衰係数比の大き

な部分 ((=:=0.1) と振動数が一定値 (2.94Hz)で減衰

係数比の減少する部分からなっている。前者から後者

への移行は連続的であり，振幅と振動数の間には何ら

かの関係があるように見える。

いま，自由振動している 1本の梁について考えてみ

る。その振動数 fは，

1 (¢L)v因f=- -
盆 L2'pA

(18) 

で表わされ，物性値と境界条件により決まる。

燃料集合体の場合，これらの定数のうち，振幅（エ

ネルギー）依存性のあるものとして，剛性 EIおよび

境界条件 (3Lが考えられる。このうち， (3Lについて
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スペーサにより燃料棒相互の距離が拘束され，更に

／ 
燃料棒とスペーサの接触点が移動しない場合

／ （燃料棒とスペーサが常に直角）
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スペーサにより燃料棒相互の距離のみが拘束

される場合

（スペーサの燃料棒保持カゼロ）

R1 臥R。
図-4.8 燃料集合体のたわみモデル

表ー4.2 燃料集合体の固有振動数

--------1 aL=O (Hz) I aLExP (Hz) ¥ aL=(X) （Hz) 

保持力最大 3.84 4.87~5.40 8.70 
計算値

保持力最小 0.37'2 0.473~0.523 0.844 

大振幅 2.94→1.6 
実測値

小振幅 2.94 

（注） aLExPの計算値は aL=l.725~3.10に対する値を示す。

は， 4.1節の実験により， aL値が荷重（たわみ量， 内にある。端末の支持条件 aL=l.725~3.10一定と

振幅に相当）の大小に関係なく，ほぼ一定値であるこ し，振動数の実測値から燃料集合体の Iを逆算すると

とが明らかにされている。 図ー4.9のとおりとなる。この実測値は燃料集合体の中

そこで，燃料集合体のたわみモデルを図ー4.8の 央部での初期たわみ量が 100mm以下での減衰振動

如くに想定し，その固有振動数を求めた。その結果を 波形についてのものであるが，図ー4.6の関係を更に

表ー4.2の計算値欄に示す。同表において aLExPは 大振幅の領域まで拡張すると，その Iは振幅約 190

4.1節の実験データより得られた aLの平均値 1.725 mmで保持力最小時の値にまで低下する。

~3.10に対するものである。「保持力最大」はスペ 中央集中荷重による燃料集合体中央部のたわみ量は

ーサにより燃料棒相互間の距離が一定に保たれ，さら 荷重 40kgに対して約 100mmであり，その Iは図ー

に，スペーサの燃料棒保持力が無限大で燃料棒とスペ 4.9における振幅 100mmの時の値に近い。また，こ

ーサの接触点が移動しないケースである。この時の断 の時の最外周燃料棒上でのスペーサ支持点の移動量

面二次モーメント Iは燃料棒の束を剛体とみなして求 （図ー4.801⇔ Ofに相当）はスペーサ間隔 260mmの

められる。（I=:1.45 x 106 mmり「保持力最小」は燃料 部分で約 0.64mmであり， たわみに寄与する被覆管

棒相互間の距離は一定に保たれるが，スペーサの保持 の伸びの項はその 1/20以下である。この移動量は

力がゼロで，燃料棒はスペーサ間を自由に伸び縮みで 4,070mmの上・下タイプレート間で約 10mmに相当

きるケースである。この時の Iは燃料棒の数とその し，両タイプレートは約 12° 傾斜することになる。

断面二次モーメントの積に相当する。 (I~3.67x1041 一方，中央集中荷重による歪量の測定時（図-4.4参

mmり 照， 10kg以下）におけるたわみ量からの推定値（上

固有振動数の実測値は振幅約 30mmで約 1.6Hz, ．下タイプレート部に設けられている案内ばねのたわ

2mm以下で 2.94Hzであり， aLExPの計算値の範囲 みによるものを除く）は /~(2~3)x105mm4 であり，

(157) 
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図ー4.9の値に近い。

以上，燃料集合体の振動特性を解明するための実験

および解析を行い，次の事項を明らかにした。

(1) 固有振動数は振幅に依存し，振幅 2mm以下で

は 2.94Hz一定である。それ以上の振幅では振

幅の増大につれて振動数が減少する。

減衰係数比は，振幅の減少とともに減少し，

振幅 3mm以上では t;,=0.08~0.15である。 3

mm以下では振幅の減少につれて急激に減少

し，ヽ 2mmでは匡0.03である。

燃料集合体の断面二次モーメント Iは，振幅あ

るいはたわみ量に依存するものと推定される。

その推定値は中央部のたわみ量（振幅）が 10

mmの時 l=(2~3)x105mm4, 100mmの時 I

=(6~8)x 104mm4である。

4.3 5蛍告llす辰璽力年寺’l生

強制振動外力に対する燃料集合体の特性を調べる実

験には，上・下タイブレート部をタイプレート加振治

具で上下 2台の振動子に固定し，両振動子を同相で水

平方向に加振し，燃料集合体各部の周波数応答を計測

する方法を用いた。

周波数応答特性の 1例を図ー4.10に示す。同図にお

いて， S6/SOは加振点 SOの加速度に対する計測点 S6

の加速度の比を db表示したものである。この計測点

は燃料集合体の中央部に近い位置にあり，奇数次の共

振点で規則正しくビーク値が表われている。 S3/SOお

よび S4/SOは偶数次の共振点でビークの得られる点

についてのものである。

これらのグラフから得られた高次共振の振動数 fn

は，表ー4.3および図ー4.11のとおりであり，

(2) 

(3) 

10,001 
100 l.O00 
振巾D(mm) P-P 

振幅と断面二次モーメントの関係

-20 

図ー4.10

ao' 
10 振動数 (Hz)100 

燃料集合体の周波数応答特性 (5F型）

fn=fo（釦L）姜0.098{(n＋占）叶2

J 

表ー4.3

(19) 

で表わすこ．とができる。

振動数方程式の根（釦L)が (n+l/2)冗のケースは

端末支持条件 aLが無限大に相当し，タイプレートの

部分が振動子に完全に固定されている状態を示す。

固有振動数に振幅依存性があることが明らかになっ

ているため，振動加速度をパラメータとし， 0.01,

003, 0.05Gの3ケースについての掃引振動試験を行

ぃ，その影響について調べた。ここで，加速度 0.05G

S6点の共振振動数と利得

共振 1 振 (H動z)数 1I 利S6/SOdb 得

1 次 2.2 12.5 

2 次 7.4 

3 次 13.5 9.5 

4 次 22 

5 次 30 5.0 

6 次 43 

7 次 55 1. 5 

8 次 70 

9 次 84 -2.0 

10 次 100 

11 次 113 -2.0 

12 次 135 

13 次 155 1.0 

(158) 
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図-4.11 燃料集合体の振動モード

は1次共振時のたわみ量が過大にならないように選ん

だ値である。その際のたわみ量は自由振動試験時の初

期計測波形の振幅値に近い。また， O.OlGはトラッキ

ング・フィルタヘの入力信号が非共振点で過小となら

ない限界値として選んだものである。

これらの実験により得られた周波数応答からは，加

振力の大小による有意な差は認められなかった。それ

は，固有振動数が明らかに上昇する領域の振幅が 2~

3mm以下であること，および，共振点での振幅倍率

が 4~6倍に達することからも明らかなように，更に

1桁～ 2桁小さな加振力のもとでの実験を必要とする

ことを意味している。

燃料集合体が圧力管に挿入された状態での振動試験

の結果については 6.1節で述べる。

以上，燃料集合体の上・下端を振動子に取付けた状

態で，燃料集合体単体の強制振動試験を行い，次の事

項を明らかにした。

(1) 0.5~200Hzの振動外力に対する燃料集合体

の周波数応答特性を得た。

(2) 加振加速度 O.Ol~0.05Gの 1次共振振動数

およびその利得は， 2.2Hzおよび 4~6倍で

ある。

(3) 高次共振の振動数は， fn=0.098{(n+l/2)冗｝，2

で表わされる。

4.4 燃料棒の振動特性

燃料棒の振動特性を調べるため，強制振動試験と静
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荷重試験を行った。

強制振動試験は，スペーサで支持されている燃料棒

の周波数応答を調べ，その振動特性を解明するために

実施したものである。

燃料集合体をスペーサ固定治具に取付けて固定し，

それを上・下 2台の振動子で水平方向に加振した。代

表的な燃料棒として燃料集合体の横断面の直角方向に

ある 2本の燃料棒を選び，各々水平面上の 2方向につ

いての応答特性を調べた。

4
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振動数比 f/fo

図-4.12 燃料棒の周波数応答特性

振動特性の計測では，燃料棒の加速度と，その上・

下にあるスペーサの加速度を計測し， トラッキ‘ノグ・

フィルタおよび位相差計を介して，掃引周波数成分に

ついての周波数応答を求める方法をとった。典型的な

周波数応答の記録例を図ー4.12に示す。同図において

横軸は 1次共振振動数で規格化したものである。縦軸

はスペーサの加速度に対する燃料棒の加速度の比を

db表示したものであり， 20dbで10倍， 40dbで100

倍に相当する。細線は減衰係数比 l;.=0.01~0.1の振

動性二次要素の系について，周波数応答の計算値を示

したものである。共振点でのピーク値は l;,=0.04~0.l

の間にあり平絢値は約 0.08である。周波数応答曲線

にはこのような典型的な形の， 1つのピークを持つも

ののほか，相隣るスパンでの共振との関連で， 2ケま

たは 3ケのビークに分かれているものがある。

振動加速度の大小による周波数応答の変化を調べる

ため， 0.05~0.2Gの範囲で振動加速度を変え， その

応答特性を求めた。その結果の 1例を図ー4.13に示

す。このケースでの振動数および利得は表ー4,4の通

りであり，振動加速度の大小による顕著な差異は認め

られない。僅かに， 1次共振時の利得が加速度の増大

につれて減少する傾向にあることがうかがえる程度で

(159) 
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表-4.4 振動加速度の影響

(III-1-2/S2) 

1 ヒーク 2 ピーク 3

得振動数利 得振動数利
db Hz I db Hz | db 

13.0 

16.5 

15.5 

得

位

相 360
差 180

(deg) 0 

゜
）
 

利
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図ー4.13 燃料棒の周波数応答特性

（加速度の影響）

ある。

複数のスペーサにより連続梁のような形で支持され

ている燃料棒の支持条件を求めるため，中央集中荷重

による静荷重試験を行った。支持条件 aLの算出には

4.1節で述べた方法を用いた。中央集中荷重による歪

曲線の 1例を図ー4.14に示す。この図ではスペーサ番

号 S7とS8の中間点で燃料棒に 1.0,2.0, 3.0 kgの

荷重を加え，その時燃料被覆管に生じる歪量を計測し

たものである。燃料棒はスペーサのリング素子に設け

られている 2個の固定ディソプル（径方向 2点，軸方

向2点の 4点支持）およびばねディンプル 1個 (1点

支持）で支持されており，荷重の方向によって支持条

件が異なる。（図ー2.1(2)参照）図-4.14の部分では引

張荷重に対して aL=;:4.5, 圧縮荷重に対して aL与

3.9の値が得られた。

燃料棒が多数のスペーサで支持されている場合，ス

ペーサの支持条件が見かけ上大きくなる。そこで，ス

ペーサ数の増加に伴って支持条件がどのように変化す

るかを調べた。その結果を図-4.15に示す。同図にお

いて，点線はスペーサによる弾l生支持の場合を示し，

実線は刃型の Vブロックによる単純支持の場合を示

す。 Vブロックによる支持は 2個のVプロックを組合

わせてできる菱型の空間に燃料棒を通し，棒の円周上

を 90° 毎の 4点で支持するもので，ナイフエッジの

部分は鋭利な刃型となっている。実験の状況を写真一

4.2に示す。

スペーサ数（ブロック数） 2個の場合の aL値は

2F型スペーサ（二次試作燃料集合体のスペーサ）に

よる弾性支持の場合に 0.67,Vブロックによる単純支

持の場合 0.08（完全な単純支持の場合 aL=Oでなけ

ればならない）である。等間隔でその両側にスペー

サ等を設け， 4個で支持した場合の aL値はそれぞれ

3.1と3.3となる。等間隔の 4点で支持された梁の理

———

t5. 

0

8

6

4

S

0

2

4

6

 ―
―

―

 

ー

‘,ノ歪p 

歪
駅

10x
 

（
 

サ番号

図ー4.14 中央集中荷重による燃料棒の歪曲線 (5F型）
(S6-S7間に引張荷重を加える）

(160) 
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写真ー4.2 スペーサ数と燃料棒 aL値との関係の
測定・

4
 

支

持

条

件

aL

1-

2F型スペーサ弾性支持

サ間隔 260mmで約 240Hz)

(2) 周波数応答から求めた燃料棒の減衰係数比は

(=0.05~0.lであり， その平掏値は約 0.08

である。

(3) 応答は 0.05~0.2Gの範囲で，線型であり，

振動）生二次要素の系で近似できる。

(4) スペーサの支持条件は， aL値が極めて小さ

く，ディンプルに対する荷重の方向により

aL値が変る。

(5) 多数のスペーサで支持されている燃料棒の支

持条件は連続梁の効果により，見かけ上大き

くなり， aL=3~4に向上している。

4.5 スペーサの振動特性

スペーサの外周には突起があり，燃料棒が制限値を

超えて圧力管の壁に近づくことを制限している。燃料

集合体が圧力管に衝突する際には，この突起が圧力管

に衝突し，弾l生変形し，衝撃力を緩和する役目を果た

す。これをばね要素と減衰要素からなる 1つの振動系

と考えると，スペーサと圧力管の衝突による反発力は

次式で表わされる。

P=K(yi-o)+ μyi 

P=O 

IYl~o 田く:} (20) 
ここで，

4 6 8 
支持点数（スペーサ数）

図ー4.15 燃料棒支持点数と aLの関係

論計算による aL値は 3.0であり，両実験値は計算

値とほぼ一致する。支持個数が更に増加した場合，

aL=Oで支持された連続梁では見かけ上の aL値に

有意な変化のないことが証明されている。 Vブロック

による実験の結果も同様で，殆んど変化していない。

これに対し，スペーサによる弾性支持の場合には僅か

な aL値の向上が見られる。

以上，燃料棒についての強制振動試験および静荷重

試験を行い，次の事項を明らかにした。

(1) 燃料棒の共振動数を求めた。 (5F型，スペー

K; スペーサのばね定数

μ; スペーサの粘性減衰係数

鉛； i番目のスペーサ位置での燃料集合体の変位

0 ; スペーサと圧力管の隙間

を表わす。

振動要素としてのスペーサの特性を把握するために

は，これらの定数を実測する必要がある。

スペーサのばね定数を求める実験は，次の要領で行

った。

燃料棒と同一外径の丸棒（長さ約 100mm)をスペ

ーサにさし込み，その両端をフランジで固定する。フ

ランジを治具に固定し，スペーサに静荷重を加える。

荷重とスペーサの変位の関係を求め，そのばね定数を

算出する。その概念，実験用に製作したスペーサブロ

ックおよび得られた結果を図ー4.16,写真-4.3および

図ー4.17に示す。

スペーサの外周に設けられている突起部および各リ

ング素子ディンプル部（図ー2.1参照）のたわみによ

り，変位し得る最大値は計算上 1.47mmである。こ

の範囲での実測値は図ー4.17に実線で示す如く，

(161) 
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写真ー4.3 スペーサブロック

重

"• 
荷

フランジ

模擬燃料丸棒

図-4.16 スペーサのばね定数の測定

1000 

尚 ' ―

面：

(Kg) 

JOO 

ー
ー
ー

F
*
:
'
’
-

F=140が・25 (5F型スペーサ）

F= 75が・25 (4特型スペーサ）

F; 荷重 (kg)

0 ; 変位 (mm)

で近似できる。これを超える領域では突起部などの変

形は起り得ず，単位変位量当りの荷重量は無限大とな

る。実験では燃料模擬丸棒のたわみ，スペーサ全体の

変形（ゆがみ）などに起因する僅かな変位が計測され

} （21) 

ている。

スペーサが圧力管に衝突する際に生ずる反発力は，

スペーサに粘性減衰のみが働くものとして，次の要領

で求める。

写真ー4.4 スペーサの反発係数の測定

図ー4.16に示すスペーサブロックを写真ー4.4に示

す振子式衝撃試験機に取付けて固定し，実効質量が燃

料集合体と圧力管の質量（スペーサ間）と等価になる

ような重錘を初期角 0から振り下ろし，スペーサに衝

突させる。その際の衝撃加速度とはね返り角 O'を計

測する。

この方法において，重錘がスペーサと衝突し，離れ

るまでの運動方程式は，次式で表わされる。

(22) 

JO 

0.1 I 
変位 iJ (mm) 

10 

図ー4.17 スペーサばねの荷重と変位の関係

(162) 

w 
ーお＋匹＋Kぉ＝0
g 

w ． 
g 
， 重錘とスペーサの質量

μ ; 粘性減衰係数

K;  スペーサのばね定数

ぉ ； スペーサの変形量

て ； 重錘が衝突後スペーサから離れるまで

の時間

衝突の前後における速度の比で定義される反発係数

氏は，摩擦抵抗などのない系において，
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1-cos 01 ¥ 112 
ke=（1-COS。) (23) 

で表わされる。

実験により得られた反発係数を図ー4.18に示す。同

図において，衝撃力がある値までは反発係数が約 0.4

以上のほぼ一定の値を示す。衝撃力がそれ以上になる

と，反発力が急激に低下し，スペーサは復元力を失い，

変形してしまう (4特型では約 700kg以上）。後述す

る解析計算コードによる動的挙動解析では，地震時の

衝撃力が 230kg未満であり，反発係数は 0.4~0.6の

領域にある。

R~ 

゜

反
発
係
数

Ke

+ 5 F型スペーサ

△ 

名｝ 4特型スペーサ

0.61‘¥e ... 

‘`  `
ヽ~ 4特型スペーサ

＋ヽ ‘--1 ... 
0.4-I -+~ニコニーIL.---． 

■—+- ... ぐ
5F型スペーサ ー、-T--叶•、一

0.2~‘く
入

200 400. 600 800 
衝撃力 F (Kg) 

1.000 

図ー4.18 スペーサの反発係数

スペーサの減衰係数は反発力から求めることができ

る。

粘性減衰力の働く振動の運動方程式 (22)式におい

て，炉く4K(W/g)のとき，減衰振動の周期 T, 相次

ぐ極値の時間間隔て，反発係数 Keおよび減衰係数μ

は，次式で表わされる。（付録ー3参照）

T 2冗 (24) 

~(W/g) -炉4(W/g)2 

冗
(25) 

て {(互W/g＿)＿炉
4(W/g)2 

Ke=”ご＝exp（一五扁戸 (26) 

2(W/g)(K•g)112 log Ke 
μ= 

｛が十(logKが｝1/2

以上，スペーサのばね特性および反発係数を求める

実験を行い，次の事項を明らかにした。

(1) スペーサのばね定数は一定値ではない。 (5F

型で F与140研 25)

(2) スペーサの反発係数は 0.4~0.8であり，衝

撃力に依存する。

(27) 

5. 振動実験

耐震強度の確認および解析計算法の妥当性の評価の

ため，正弦波による振動実験および地震波による加振

実験を行った。本章では実験の方法，実験結果の概要

について述べ，実験結果の検討，計算値との比較等に

ついては 7.1節に集約することとする。

5.1 正弦波による振動実験

正弦波による振動実験は燃料集合体を圧力管加振治

具に収め，その上・下端を所定の振動数，加速度の正

弦波で水平方向に加振し，燃料集合体および圧力管各

部の振動挙動を計測したものである。

実験はその目的に応じて，（1)周波数応答を調べる

実験，（2)振動挙動を調べる実験，および（3)振動変

位波形を詳細に調べる実験に分けて実施した。

以下，その方法と得られた結果の概要について述べ

る。

5.1.1 周波数応答

この実験は燃料集合体および圧力管各部の周波数応

答を調べるためのもので，実験条件は次のとおりであ

る。

振動数 2~100Hz, 20分間連続掃引

加速度 0.1, 0.5G 

計測点 SO~S13, SOPT~S13PT 

計測項目 燃料集合体入り圧力管の応答加速

度，圧力管内燃料集合体の応答加速

度，燃料集合体と圧力管の加速度比

実験の状況は，図ー3.2,写真ー3.4,3. 7, 3.8に示し

たとおりである。写真で見られるように，圧力管には

計測用の孔が設けられており，各スペーサに加速度計

を接着固定することができる。各加速度計の出力信号

はトラッキソグ・フィルタに入れ，加振周波数成分に

ついての各部の応答曲線をデシベル表示し， X-Yレ

コーダで作図する。

燃料集合体入り圧力管の応答加速度の計測は，圧力

管加振点の加速度と各スペーサ位置での圧力管の加速

度の比を求めるものである。圧力管内の燃料集合体の

応答加速度の計測は，上・下タイプレートの加速度と

各スペーサの加速度の比を求めるものである。

得られた周波数応答曲線の 1例を図ー5.1および図ー

5.2に示す。 トラッキ‘ノク ・フィルタの同期周波数範

囲は 5Hz~5kHzであり，同図における 5Hz以下で

の精度は確められていない。本実験では 5Hzにおけ

る計測点の加速度を読み取り，その値を基準 (Odb)

(163) 
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図ー5.1 燃料集合体入り圧力管の周波数応答
(4特型）
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圧力管の応答曲線では 8~9Hz, 約 27Hz, 約 65

Hzにピークがあり，約 15Hz, 35~50 Hzにノッチ

がある。燃料集合体では 8~9Hz, 約 13Hzにピー

クがある。
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図ー5.2 圧力管内燃料集合体の周波数応答
(4特型）
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振動数 (Hz)

図ー5.3 燃料集合体と圧力管の加速度の比
(4特型）

図ー5.3は燃料集合体と圧力管の加速度比を示した

ものである。 SO点では 40~50Hzに小さなビーク，

ノッチがあり， S13点では 7~8Hzにビーク， ノッ

チがある。しかし， S13点のノッチを除けば上・下端

部は圧力管とほぼ同振幅，同位相で振れていることが

わかる。 S6点では約 9Hzの共振点までは圧力管と

ほぼ同一振幅（圧力管とスペーサの隙間分だけ燃料集

合体の振幅が大きくなるところがある）と同位相で振

動する。約 15Hz（圧力管のノッチ点）以上では逆相

となり，約 26Hz（圧力管のピーク点）以上では燃料

集合体と圧力管の衝突または接触が全くなくなる。こ

の時の燃料集合体への振動外力は上・下タイプレート

からのものだけとなり，その振動挙動は燃料集合体の

応答特性に近い。

9.2Hz（圧力管の共振点）および 13Hz（燃料集合

体の 3次共振点）における各部の加速度を図ー5.4に

示す。同図における加速度は絶対値で表示したもので

あり，その中には衝撃加速度が含まれている。

5.1.2 振動挙動

5.1.1の実験により，燃料集合体と圧力管の加速度

が特に問題となる位置および振動数の範囲が明らかに

なったことから，この実験ではそれらの位置における

特定の振動数での加速度，変位，相対変位などを実験
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図ー5,4 燃料集合（本および圧力管の加速度

上部クイプレート
S 13 

スペーサ
S 1 ~ S12 

5
 

4
 

圧力管

的に求めた。実験条件は，次のとおりである。

振動数 5~13Hz内の特定振動数の数点

加速度 0.1~0.6 G, 0.1 G 間隔

（部分的に 0.5,1.0, 1.5 Gのケース）

計測点 S6, SB, S10 

計測項目 加速度，変位，相対変位

加速度の検出には振動計および特殊低域型振動計を

用い，相対変位の計測には非接触型振動変位計を用い

た。これらの出力信号はペン書きオッシログラフおよ

びシンクロスコープにより記録，撮影した。

ペン書きオッシログラフによる記録の 1例を図ー5.5

に示す。同図において，横軸は 0.02sec/div目盛であ

る。縦軸は任意単位で，その尖頭値は読取振幅欄およ

び読取加速度欄の通りである。最下段の曲線 (KAM

AN S6-S6PT)は S6点での燃料集合体と圧力管の相

対変位を示したものである。

5Hz, 0.6Gでの振幅は士7mmであり， S6点の振

動変位はスペーサと圧力管の隙間よりかなり大きい。

相対的に質量の大きい燃料集合体 (S6)では正弦波に

近い変位波形を示すのに対し，質量の小さい圧力管

(S6PT)には燃料集合体の衝突による変位波形の歪が

見られる。両者の衝突時には，両者の質量に逆比例し

方向が逆の衝撃加速度が発生する。相対変位の波形に

は衝突後 5OHz前後の振動数を有する 3~4サイクル

の減衰振動波形が発生する。これは燃料集合体が圧力

管に衝突し，はね返された後，両者が数回にわたり接

触していることを示すものである。 4特型の場合，そ

の振動数は全データにわたり， 45~50Hz のほぼ一定

値である。

この振動数はスペーサばねとスペーサ間の質量で構

成される振動系の固有振動数に最も近い。スペーサ間

隔 260mmに，単位長重量 0.034kg/mmの質量がば

ね定数 Kkg/mmのスペーサで支持されている系を考

えた場合， K=70~90kg/mmで，固有振動数 45~50

Hzの系となる。スペーサばね定数の実測値は図-4.17

の通りであり， 4特型の 75kg/mmは K の値とほぼ

一致する。他方，燃料集合体の剛性 EIとスペーサ間

の質量で構成される系の固有振動数は約 350Hzであ

り，数倍高い領域にある。

lOHz, 0.3Gおよび 13Hz,0.3Gの振幅は，それ

ぞれ士0.74mmおよび土0.44mmであり，加振点の

振幅はスペーサと圧力管の隙間より小さい。振動倍率

の高い S6点では引続き両者の衝突が起るが，燃料集

合体は衝突エネルギーにより隙間範囲内を自由運動す

る三角波の変位波形に近づく。そして 23Hzではそ

の変位量が小さくなり，静止状態に近づく。

相対変位の測定データから 5Hz（一部 7Hzを含

む）における加振加速度と相対変位の最大値との関係

を整理すると図ー5.6のようになる。同図における

5F型隙間および4特型隙間の線は， それぞれのスペ

(165) 
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(1) 5 Hz 0. 1 G S 6 変位

121 5 Hz 0.3 G S 6 変位

(31 5 Hz 0.6 G S 6 変位

(166) 

読取変位

(mm) 

0. 93 

1. 09 

4. 77 

4. 77 

0. 76 

読取変位
(mm:I 

3. 08 

3. 18 

9. 43 

図ー5.5(1)-(3) 振動挙動の記録例 (4特型）

加速度

加速度

加速度

（→0. 02 sec/div) 

（→ 0.02sec/div) 

読取加辿度

(G) 

0. 10 

0. II 

0. 48 

0. 48 

i-7+1= 読取加速度
(G) 

0. 31 

0. 32 

0. 95 

I. 52 

（→0.02 sec/div)読取加速度
，ヤr CG) 

0. 60 

0. 59 

1. 50 

I. 55 



(4) IOHz 0.3 G S 6 変位

(5) !3Hz 0.3 G S 6 変位

(6) 23Hz 0.3 G S 6 変位

読取変位
(mm) 

0. 745 

0. 745 

4. 965 

3. 972 

0. 89 

読取変位

I:mm) 

0. 448 

0. 433 

1.'762 

2. 055 

0. 76 

読取変位
(mm) 

0. IIJI 

0, 141 

0. 609 

0. 468 

0. 74 

図ー5.5(4)-(6) 振動挙動の記録例 (4特型）

31 

0. 30 

2. 00 

I. 60 

加速度 （→0.02 sec/div)』涜取加速度

(G) 

0. 305 

0. 295 

1. 20 

1. 40 
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I. 00 
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図ー5.6 加振加速度と相対変位の関係

ーサ外径と圧力管内径の実測値から求めた片側隙間で

ある。 4特型では計算上 0.26G以下ではスペーサが

圧力管に接触しないことになる。 しかし， 図＿5.5に

おける相対変位，加速度の波形から明らかなように，

相対変位が 0.9mm以下のケースでも衝突している。

その主な原因は圧力管の中心位置からの燃料集合体の

偏心（前後方向あるいは左右方向）によるものである。

燃料集合体および圧力管の固有振動数は比較的低

く，ペソ書きオッシログラフにより，その挙動を忠実

に記録できる。しかし，スペーサ間の燃料棒（燃料バ

ンドル）の固有振動数および衝撃波の振動数はその範

囲を超えているため，シソクロスコープによる波形の

観察を行った。

図ー5.7は燃料棒の振動挙動を撮影したものである。

上段の波形は S6とS7の中間点における燃料棒の振

動変位波形を示し，下段は S6の振動変位波形を示す。

両波形の縦軸は任意単位であるが，同一レンジで撮影

されており，上・下波形の比較により燃料棒の振動変

位の大小を求めることができる。燃料棒は 370Hz前

後で共振し，その振幅は S6点の約 2.5倍に達してい

る。地震時の挙動が問題となる約 30Hz以下の振動

数に対しては， 5,10, 30Hzの例で見られるように，

スペーサの振動変位と同一値であり，特に有意な振動

は観測されていない。

図ー5.8はスペーサと圧力管の衝突による振動波形

を記録撮影したものである。上段には S6点の相対変

位波形を示し，下段に S6,S6PTの加速度または変位

波形を示す。撮影時の計器読取値は次表の通りであ

(168) 

る。相対変位の波形には特に高い周波数成分は見られ

ない。ペン書きオッシログラフの記録と同一振動加速

度 (0.5G)での記録波形はほぼ同一の波形が得られて

いる。変位の波形についても同様である。 S6PTの加

速度波形にはペン書きオッシログラフの記録より高い

周波数成分の波が見られるが，衝撃加速度の大きさの

比較では最大 12％の差が見られた程度である。但し，

シンクロスコープによる加速度波形の記録撮影の場

合も約 500Hz以上の周波数成分を減衰させるための

CR回路を挿入している。

図ー5.9は振動挙動に関する実験データから S6点の

振幅，位相について整理したものである。変位比は

S6, S6PTの変位を SOPT(S13PT) との比の形で示

したものである。位相角についても同様である。相対

位相角は S6と S6PTの位相差を示したものである。

圧力管は 7Hzと 23Hzにピークがある。 7Hzの

ビークは圧力管と燃料集合体の一体化されたものとし

て得られる固有振動数の計算値 6.8Hzに近い。 23Hz

のピークは圧力管の 1次共振の実測値に等しい。 （圧

力管単純支持時の固有振動数計算値 19.5Hz)

燃料集合体は 7Hz,llHzにピークがある。 7Hzの

ビークは圧力管の振幅増大によるものである。 llHz

のピークは燃料集合体の 3次共振によるもので，圧力

管との位相差が 90゚ となっている。振動加速度 0.6G

での振幅がスペーサと圧力管との隙間に相当する振動

数は 11.6Hzであり，燃料集合体と圧力管の衝突音の

なくなる振動数 11~13Hz以上と一致する。

5.1.3 振動変位波形

振動変位波形を詳細に調べ，解析計算の妥当性を評

価するため，燃料集合体および圧力管の変位波形を高

速度シネカメラで近接撮影し，画像の解析処理を行っ

た。

実験のケースには 5F型および 4特型について， そ

れぞれ表ー5.1に示すケースを選定した。加振加速度

は「ふげん」の耐震計算による最大加速度値 0.503G

を参考とし， 0.6Gを選び，振動試験機の振幅制限条

件から低い振動数では 0.3Gとした。振動数は 5.1.1, 

5.1.2の実験データに基づき 6点毎とした。計測点は

大きな衝撃加速度の得られている S6,S8, S10の3

点とした。

撮影の様子および撮影フィルムの一部は写真一3.3,

3.4および図ー3.4に示したとおりである。

撮影したフィルムは圧力管および燃料集合体の位置

を 16m/mフィルム解析器で， 1コマ毎に読取り，実
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寸への換算，速度と加速度の算出，相対値の算出など

のデータ処理および作図は電子計算機で行った。

実験結果の 1例を図ー5.10および図ー5.11に示す。

同図において記号口，縦軸目盛 (Xl)は圧力管を示

し，記号 0, (X2)は燃料集合体を示す。無記号，

(X2-X1) は相対値を示す。 DISPLACEMENT（変

位）は 1サイクルの平均位置を点 0とし，圧力管およ

び燃料集合体の振幅波形を示したものである。 DIS-

PLACEMENT (X2-Xl)は相対変位を示し，燃料集

合体と圧力管の変位から算出したものである。速度

(Vl), (V2), (V2-V1)および加速度 (Al),(A2), 

(A2-A1)の図についても同様である。

これらの波形において，変位等の絶対値は比較的ス

ムーズな曲線を描いているが，相対値は滑らかさに欠

ける。その主な原因は読取誤差によるものである。即

ち， 16m/mフィルム解析器の最小目盛 25/1,000mm

は圧力管等の振幅に対して 5Hz,0.3Gの場合，約

1/1,000であるのに対し，相対変位では約 2/100とな

り，読取誤差が波形の滑らかさに影響を及ぼす。

図ー5.10における変位波形は 5Hzの場合圧力管と

燃料集合体が同相で振動し， 7Hzで燃料集合体が僅

かに遅れ， 11Hzでは約 90° の遅れとなり， 13Hzで

表ー5.1 正弦波による振動実験条件
（高速度シネカメラ）

振(H動z)数 I加(速G)度 I標準燃料 i特殊燃料

5.0 0.2 S 6 

S 8 

S10 

0.6 S 6 

S 8 

S10 

7.0 0.3 S 6 

0.3 S 8 

0.3 S10 

0.6 S 6 

7.1 0.3 S 6 

0.3 S 8 

0.3 S10 

0.6 S 6 

0.6 S 8 

0.6 S10 

9.0 0.3 S 6 S 6 

0.3 S 8 S 8 

0.3 S10 S10 

0.6 S 6 

0.6 S 8 

0.6 S10 

11.0 0.3 S 6 

0.3 S 8 

0.3 S 10 

0.6 S 6 S 6 

0.6 S 8 S 8 

0.6 S10 S10 

13.0 0.6 S 6 

0.6 S 8 

0.6 S10 

23.0 0.3 S 6 

0.3 S 8 

0.3 S10 

0.6 S 6 S 6 

0.6 S 8 S 8 

0.6 S 10 S10 

0.9 S10 

3 5‘ 

は逆相となる。 振れている。この時，スペーサばねに加わる力は図ー

相対変位の波形は 5Hzのものが典型的である。燃 4.17から約 26kgと推定される。

料集合体が圧力管に衝突し，スペーサばねがたわむ。 スペーサばねの反発力により燃料集合体はいったん

このケースでの相対変位の最大値は 2.70mm(P-P) 圧力管から離れる。 この時の隙間は片側で 0.078mm

であり，圧力管との隙間より 0.50mm(P-P)大きく である。その後再び圧力管に接触し，それを繰返す。

(171) 
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図ー5.11

7Hzおよび 9Hzでは最初の衝突が S6以外の部分

で起る。図ー5.11はその 1例を示したものである。同

図における相対変位の最大値は，

2.73mm (P-P) 

2.76mm (P-P) 

2.65mm (P-P) 

であり，最初の衝突は S8点で発生する。

加速度の波形には燃料集合体と圧力管がほぼ同相で

振れる 7~8Hzの成分が含まれている。これは燃料

集合体と圧力管が一体となって振動する場合の一次共

振によるもので，図ー5.9の実測値と一致する。

5F型についての変位，加速度の最大値 (P-P)は

表ー5.2の通りである。同表における振動数の欄は，フ

ィルムに記録された内臓タイムマーカー信号から算出

した値である。加速度の欄は上・下タイプレート部の

圧力管の加速度を加速度計で計測した値を示す。圧力

管，燃料集合体および相対値の欄は撮影フィルムから

求めたものである。圧力管の最大加速度は 9Hz,0.3 

G時に S8点で生じ，その最大値は 2.89Gである。

燃料集合体の最大加速度は llHz,0.6G時に S8点で

表-5.2 変位および加速度の最大値 (P-P)

(5F型，高速度シネカメラ撮影）

振動数 加速度 圧 力 吟目 燃料集合体 相 対 値
計測点

(Hz) SSO13PPT T （土G)
(加G速P-度P)I(m変m P位-P) (G 加速P-度P)|（m変m P位-P) (G 加速P-度P)1(m変m P位-P) 

S 6 4.72 0.604 3.09 18.82 2.73 21.18 3.99 2.70 
0.592 

7.35 0.296 3.60 10.08 3.23 13.16 5.77 2.76 
0.296 

9.09 0.300 2.86 J..95 1.76 3.03 4.20 2.59 
0.300 

10.99 0.609 3.09 2.24 2.96 4.12 5.61 (2.7563) ) 
0.609 2. 

14.08 0.598 2.91 0.95 2.12 1.70 4.65 2.79 
0.598 

22.73 0.600 8.98 2.20 1.71 0.65 8.59 2.09 
0.600 

S 8 6.67 0.296 3.47 9.78 3.42 12.33 5.48 2.78 
0.296 

8.93 0.300 5.77 1.78 2.05 2.80 7.30 2.80 
0.300 

10.42 0.609 2.53 2.34 4.29 4.76 4.49 3.12 
0.609 

12.66 0.598 4.76 1.02 2.90 1.67 5.26 2.61 
0.598 

22.99 0.600 3.47 2.28 1. 51 0.37 4.49 2.41 
0.600 

S10 6.90 0.296 2.99 8.33 2.79 1 1. 1 1 4.42 2.76 
0.296 

9.71 0.300 2.44 1.63 2.43 2.89 4.54 2.67 
0.300 

10.31 0.609 1.96 1.69 3.04 4.33 2.14 2.86 
0.609 

12.82 0.598 2.09 1.07 1. 63 2.02 3.72 2.56 
0.598 

注 23Hz（約）の値は数サイクルについての P-P値を参考値として示したものである。
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生じ，その最大値は 2.15Gである。 この時の相対変

位も最大値 3.12mmを示し，スペーサばねには約 53

kgの力が作用する。

なお，表ー5.2における圧力管，燃料集合体，相対

値の欄の加速度，変位は両振幅 (P-P値）を表わす。

高速度ヽンネカメラによる記録波形は対称形でないケー

スが多く，また 23Hzの波形のように数サイクルの

周期で移動しているものもあり，片振幅値での表示が

厳密さに欠ける場合が多い。そこで，このような場

合， P-P値と注記のうえ両振幅値を使用する。

5.2 地震波による振動実験

解析計算コードの妥当性を評価するとともに，地震

時のふげん燃料の健全性を確証するため，地震波によ

る振動実験を実施した。

実験計測の方法は正弦波による振動実験の場合と同

ーである。地震波の再現には地震波再現システム

(3.3節参照）を用いた。実験条件およびパラメータ

は，次のとおりであり，合計 24ケースの実験を行っ

た。

入力波 TAFT波， ELCENTRO波

原点番号 50 （圧力管の上部固定点）

56 （圧力管の下部固定点）

方向 x方向 （プラントの南北方向）

Y方向 （プラントの東西方向）

貫ti則点 S6, S8, S10 

加振倍率 1.o 

ここで，加振倍率 1.0は，ふげん炉の耐震計算にお

いて TAFT波のX方向，質点番号 50の点の応答波

形 (TAFTM24X-50)の最大加速度 0.503Gを埜準

とし，地震波再現システムのゲインを設定した値であ

る。従って，他の地震波の場合には加振倍率 1.0で

も，その最大加速度は 0.5Gに満たない。

計測には加速度計， 非接触型振動変位計による計

測と高速度シネカメラによる撮影を併行して行っ

た。

ペン書きオッシログラフの記録の 1例を図ー5.12に

示す。同図において，記録チャンネルの略号と記録デ

ータの関係は，次のとおりである。

記録紙の送り速度は 5目盛／secであり，最上段に 1

秒間隔のタイムマークが記録されている。 ch.2の相

対変位は図-3.3による補正が必要であり，目盛は概

略値を示すものである。 ch.3および ch.4の加速度

波形には相対変位が（＋）または（一）の最大値附近で

パルス状の衝撃波が発生しているのが見られる。これ

図ー5.12 地震波の振動実験記録 (1) S6点

(174) 
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図ー5.12 地震波の振動実験記録 (2) S8点

言／51F り口. 旦二正己二

図ー5.12 地震波の振動実験記録 (3) S10点

(175) 
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表ー5.3 S6, S8, S10点の加速度の最大値

¥l 入カデーク 1旦畠I燃料集合休絶対力碑度1圧力管絶対加速度 1 相対加速度 I ~ 
T1 ACC Tz S6 S8 S10 S6PT S8PT SlOPT SOFT S13PT S6PT SSPT SlOPT ッ

(sec) (G) (sec) (G) (G) (G) (G) (G) (G) (G) (G} (-GS6 ) (-GS8 ) -(SG10) バ1 

3.92 0.30 3.95 0. 65 0.60 0,55 -0.80 -o. 75 -0.80 0.50 0,50 -1.45 -1.35 -1.35 

6.62 0.45 6.70 0. 80 0.65 0,60 -0.75 -0.80 -0.70 0.35 0.40 -1 55 -1.45 -1.30 

TAFT ATR 6.81 -0.40 6.85 -o.so -0.90 -0.85 1.(JO 0.90 o.so -0.55 -0.65 1.80 1. 80 1.65 ※ 

M24X-50 9.3 -0,40 9,45 -0,65 -0.65 -o. 75 1.00 Q.85 0,95 -0,40 -0.50 1. 6 5 1. 50 1. 65 

9.55 0.45 9.60 0.65 0.65 0.70 -0.95 -0.95 -0.80 0,50 0.50 -1.60 -1.60 -1.50 

9.70 -0.50 9.75 -0.75 -0.70 -0.75 o.85 0.95 0.90 -0.50 -0.50 1.60 1. 65 1. 65 

3.90 0.35 4.02 o.70 0. 8 0.55 -0.80 -0.80 -o. 75 0,45 0.50 -1.5 -1.60 -1.30 

4.10 -0,25 4.20 -o. 70 -0.65 -o. 70 o.85 0,95 o.so -0.40 -0.40 1. 55 1.60 1.50 

TAFT ATR 6.63 o.50 6.70 0. 60 0.55 0.60 -0.80 -0.80 -o. 75 0,35 0,40 -1. 4 -1. 35 -1. 35 

MlSY-50 6.80 -0.40 6.90 -0.95 -1.05 -0.85 1.00 0.95 o. 70 -o.so -1.00 1. 9 5 2.00 1. 55 ※ 

9.39 -0.45 9.50 -0,70 -0.65 -0.75 1.00 0.90 0-90 -0-50 -0.55 1.7 1.55 1.65 

9.55 0,45 9.70 0.70 0.60 0.70 -0.90 -0.90 -0.90 0.55 0.60 -1.6 -1.50 -1.60 

2.07 -0.45 2.15 -0.60 -0.60 -0.50 o.4o 0.40 0.10 -0.45 -0.35 1.o 1.00 0.60 

El-Centro 
2.25 0.40 2.40 1.10 1.70 1.00 -0,85 -0.90 -0.85 1. 20 1.20 -1.95 -2.60 -0.85 ※ 

ATR 
2.40 -0.40 2.57 -0,70 -0,70 -0,70 0. 50 0 45 0.55 -0-50 -0.45 1. 2 1. 1 5 1. 25 

M24X-50 
2.62 0.45 2.80 0. 60 0. 55 0.50 -0-60 -0.70 -0.50 0,25 0.25 -1.2 -1,25 -1.00 

4、30 -0.30 4.50 -0.40 -0.40 -0,45 0.10 0.05 0.05 -0,25 -0.20 0.5 0.45 0.50 

5.03 0.30 5,25 0,65 0.60 0.80 -0.50 -0.55 -0.55 1.20 0,50 -1.15 -1.15 -1.35 ※ 

2.25 0.45 2.37 1,40 1.50 0.90 -0.90 -1.10 -0.80 1. 20 1.20 -2.30 -2.60 -1.70 ※ 

El-Centro 
2.37 -0.50 2.55 -0,75 -0.75 -0.70 0. 40 0.45 0.55 -0.50 -0.50 1.15 1.20 1 25 

ATR 
2.55 0,40 2.73 o.60 0.50 0.50 -0-55 -0.60 -0.30 0,25 0.25 -1.15 -1.10 -0.80 

MlSY-50 
4.35 -0.25 4,45 -0,45 -0,40 -0.40 0.25 0.15 0.05 -0.25 -0.20 0,70 o. 55 0.45 

5.10 Q.25 5.17 0.60 0、65 0.75 -0-35 -0.45 -0.20 1.20 0.45 -0.95 -1.10 -0.95 ※ 

9.35 -0,15 9.50 -0.70 -0.60 -0.50 0.55 0.70 0,75 -0.20 -0.15 1. 25 1,30 1.25 

3.90 0.25 4.02 0,80 0.65 0.55 -0.85 -0.85 -0.45 o.40 0.40 -1.65 -1.50 -1.oo 

4.10 -0.20 4.20 -0,60 -0.65 -0.50 0-55 0.65 0,35 -0.35 -0.30 1. 1 5 1.30 0.85 

TAFT ATR 6.65 0.40 6,75 0,60 0.70 0. 55 -0.75 -0.75 -0.70 0.35 0.40 -1.35 -1.45 -1.25 

M24X-56 6.82 -0,40 6. 92 -0.75 -0.70 -0.75 1.00 0.95 0.65 -0.50 -0,80 1.75 1,65 1.40 

9.57 0. 40 9.55 0,70 0,65 0.65 -0.90 -0.90 -0.80 0,50 o.50 -1.60 -1,55 -1.45 

9.70 -0.45 9.71 -0,70 -0.65 -0.75 o.95 0.95 0,95 -0,45 -0,50 1,65 1. 60 1.70 

3.92 0.30 4.02 0,75 0.70 0.55 -0.90 -0.90 -0.60 0.40 0.40 -1.65 -1-65 -1.15 

4.08 -0.25 4.20 -0.60 -0.60 -0.55 0.65 o.75 0,35 -0,35 -0.30 1. 25 1. 35 0,90 

TAFT ATR 6.64 0.45 6,75 0.60 0.65 0.60 -0.80 -0.75 -0.75 o. 35 0.35 -1. 40 -1.70 -1. 35 

M18Y-56 6,80 -0.40 6. 90 -0,85 -0.75 -0,75 0-95 0.95 0,65 -0.50 -0.90 1, 80 1. 70 1.40 

9.40 -0.40 9.50 -0,70 -0,70 -0.75 0.95 0,85 0,95 -0,40 -0.50 1. 60 1.55 1. 70 

9.55 0.40 9.70 0.70 0.70 0.70 -0,95 -0.95 -o.so 0.50 0.45 -1. 65 -1.65 -1.50 

2.05 -0.40 2. 10 -0-50 -0.50 -0.50 0.30 0.25 0.10 -0,35 -0.35 0.85 0. 75 0,60 

El-Centro 
2.25 0.35 2.4.Q 1.40 1. 35 Q.90 -0.70 -0.70 -0.50 0.85 1.20 -2. 10 -2,05 -1.40 ※ 

ATR 
2.40 -0.35 2.55 -o. 70 -o. 70 -0,65 0.20 0.25 0.35 -0,45 -0,45 0.90 0.95 LOO 

M24X-56 
4,70 -0.20 4.80 -0.55 -0.60 -0.60 0. 85 0. 80 0-65 -0.15 -o. 15 1. 40 1.40 1. 25 

9.62 -0.25 9.80 -0-60 -0.50 -0.40 0.70 0.65 0.20 -0.10 -0.10 1. 30 1.15 0.60 

9.76 0.10 9.95 0,55 0.50 0.45 -0.65 -0,75 -0.65 0.20 0 20 -1.20 -1. 25 -1. 10 

2.05 -0.40 2.10 -0.50 -0.50 -0.50 0.30 0.25 0.25 -0,40 -0,35 o.so 0.75 0.75 

El-Centro 
2.25 0.35 2. 40. 1. 30 1. 60 0.95 -0.85 ・-0.80 -o. 75 1.10 1.15 -2.15 -2.40 -1.70 ※ 

ATR 
2.45 -0,35 2,55 -0,80 -0.75..:..0.70 0,55 0,55 0,70 -0.50 -0.50 1.35 1.35 1.40 

MlSY-56 
4,72 -0.10 4.82 -0,60 -0.60 -0.55 0,75 0.80 0.60 -0.20 -0.15 1. 35 1.40 1.15 

9.70 -0.15 9.80 -0,65 -0,60 -0,45 o.75 0,75 0.40 -0.10 -0.10 1.40 1. 35 0.85 

9.85 0.10 9.95 0.50 0.50 0-40 -0,60 、-o.70 -0.50 0.20 0.20 -1.10 -1.20 -0.90 

（注） ストッパー欄の※印は，振動子とストッバーが衝突した箇所を示している。
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チルャ番ソ号ネ 計測値 目盛

ch. 1 INPUT:地震波 0.5G/mm 

ch. 2 RELATIVE DISP: 
計測点の相対変位 l.Omm/cm 

ch. 3 Ace のS(加):速 S6, S8, S10 
点度 8.5G/mm 

ch. 4 AcSe 10S(点)PのT圧:力S管6,のS加8,速

度 0.5G/mm 

ch. 5 Ace SOPT: 速加度振点
SOPTの加 0.5G/mm 

ch. 6 Ace S13PT: 速加度振点
S13PTの加 0.5G/mm 

らの衝撃波は ch.3では相対波形と逆の方向に発生

し， ch.4では同じ方向に発生し，その大きさは前者

より大きな値となっている。このような衝撃波の発生

はスペーサと圧力管の衝突により生ずるものである。

ch. 5, ch. 6の加速度波形が同一方向に lGまたは

それ以上のバルス波として発生しているケースがあ

る。 このような点では振動変位の絶対値が士20mm

の限界を超え，振動子が振動試験機のストッパーに衝

突している。従って，実験データの評価，利用に際し

ては，それに留意する必要がある。

また，予震の部分で，振動開始後 1~2秒の間に大

きな加速度または衝撃波が発生しているケースがあ

る。これは，入力波がー0.5Gからステップ状に 0.0

Gとなり， OGの前後で振動を始めることによるもの

で，地震波再現システムの時定数のとり方に起因する

フィルム解析

ものである。その変位量が大きい場合にはストッパー

への衝突を伴なうことになり，この部分についても留

意する必要がある。図ー5.12の 0.9秒後に生ずる ch.

5, ch. 6に見られるパルス波がこれに相当する。

表ー5.3はこれらの記録データの中から，特に大きな

加速度の発生した時間とその大きさを 6点づつ示した

ものである。相対加速度の欄は燃料集合体と圧力管の

加速度を単純に加算したものであり，相対加速度の目

安として示したものである。これらの実験により得ら

れた燃料集合体の最大加速度（目安値）は， ELCEN・

TRO M24X-50の S8点で生じ， 1.7Gである。この

時の入力波の加速度は 0.4G, 加振点 SOPTおよび

S13PTの加速度（含衝撃波）は 1.2Gである。 S6点

の圧力管の最大加速度 1.00Gは，耐振計算による燃

料集合体の中央部付近の圧力管（質点番号 53)の加速

度よりかなり小さい。

燃料集合体と圧力管の相対加速度の推定値は，次の

通りである。

S6 2.30G (3.0G) 

S8 2.60G (2.8G) 

S10 1.70 G (1.7 G) 

ここで，カッコ内の数字は後述する解析で得られた

計算値を示す。

高速度シネカメラによる撮影フィルムを読販り，電

子計算機で処理・作図したものの 1例を図ー5.13お

よび図ー5.14に示す。同図において，縦軸の DIS-

PLACEMENT, VELOCITY, ACCELERATIONは

』］l〗ロバ＼八冑瓢凰〗I~]［冒
、-•一→一—+•--+— I I I I I I l l l l'l  i.. 

9. 53 c. 3: l ; 63 2. 9C 3• 2C 、 •CO ・ヽ 90 5. e0 6.、0 7• 20 e. co e. e0 9. 60 

-11:'IE 1SECl-

図ー5.15 相対変位の計測値の比較

(180) 



計測点の燃料集合体と圧力管の相対変位，相対速度，

相対加速度を表わす。

これらの図において，相対変位の波形にはペン書き

オッシログラフでは明確にすることができなかった最

大変位附近での詳細な波形をつかむことができる。両

者の関係の 1例として図ー5.12(1)の相対変位と図ー

5.13(3)を比較したものを図ー5.15に示す。両波形は

0.9秒の点を除けば極めてよい一致を示している。 0.9

秒の点でのフィルムの解析に見られる一往復の波は振

動子のストッパーヘの衝突に伴なうもので，図ー5.12

(3)にもそれに伴なう波が表われている。図ー5.14は

ストッパーヘの衝突回数の多いケースである。 (1)図

で3点，（2)図で 2点がそれに該当する。このうち，

0.5秒の点のものは地震波再現システムに起因する衝

突で， 2.0秒および 4.8秒のそれは地震波の大振幅に

起因する衝突である。

6. 動的応答解析

燃料集合体に振動外力が作用した場合の動的応答を

計算するため，解析計算コードを作成した。この解析

計算コードは，規則形状波および不規則形状波に対す

る燃料集合体の時刻歴応答を解析し，発生応力等を算

出するもので，耐震l生の評価は言うに及ばず，船体運

動に対する舶用炉燃料集合体の健全性の評価にも利用

できる。 • 

6.1 解析モデルおよび基礎式

本研究において作成した動的応答解析計算コード

は，第 4章の実験的研究により得られた諸特性を基に

して想定した解析モデル（図ー6.1参照）に対して，次

の仮定のもとに解析を行う。

6.1.1 解析上の仮定

解析上の仮定は，次の通りである。

(1) X-Yの2次元問題として扱う。

(2) 圧力管の固有振動数が，燃料集合体に比べて

かなり高いため，圧力管を完全剛体と仮定す

る。

(3) 燃料集合体を 1本の弾性梁と考え，燃料集合

体の回転慣性および剪断力によるたわみ効果

を無視する。

(4) 各スペーサは，弾性ばねと衝撃吸収素子を含

むモデルとする。

(5) 入力波は燃料集合体の上・下端で，圧力管に

同一波形で伝達される。

(6) 燃料集合体の上・下タイプレート部にある案

45 

Ly 
スペーサ
（軸方向 12個）

燃料集合体

て振動方向工

図ー6.1 解析モデル

内ばねの変位を考慮する。

連続体である燃料集合体の運動を解析するためのメ

ッシュ分割を図ー6.2に示す。燃料集合体に働く外力，

慣性力，減衰力等は，全て，メッシュの代表点（ノー

ド）に集中荷重として作用するものとする。また，燃

料集合体の長さ（全長）は上・下タイプレートの案内

ばね取付位置間の長さとし，燃料集合体の全質量がこ

の長さの範囲に一様に分布しているものとする。

6.1.2 計算の流れ

解析計算コードの計算の流れを図ー6.3に示す。主

な計算手順は，次の通りである。

(1) データ入力（カードデータ，地震データ）

(2) 初期設定，マトリックス設定

(3) 初期 (t=Llt)での加速度，速度，変位の計算

(4) t=nLlt (n>l)での衝撃力，加速度，速度，

変位，応力の計算

(5) シュミレーショソ終了まで（4)を繰返す

(6) 最大衝撃力，最大応力のプリント・プロット

データの出力

6.1.3 基礎式

燃料集合体の振動は，次の振動方程式で表わされる。

(181) 
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上部
X = R, （上部案内バネ位置）

ノード k （スペーサK)

ノード K-1 （スペーサ K-1) 

． 

△x;［口］ ノード i （スペーサ;)

． 
ノード 3 （スペーサ 3)

ノード 2 （スペーサ 2)

ノード 1（スペーサ 1)

...___.., X = 0 （下部案内バネ位置）
下部

図ー6.2 燃料集合体のメッシュ分割

少．豆＋ C虹—+EI竺L＝竺．~+P
g ot2 Ot 0が g at2 

如 燃料集合体のたわみ

約； 地震ベクトル

El; 燃料集合体のたわみ剛性

Ar; 燃料集合体の単位長重量

C; 燃料集合体の減衰係数

g; 重力の加速度

(30) 

P; スペーサ部での圧力管との衝突による反

発力

(182) 

初期条件

カード・データ

地震データ

入カデータ・プリント

図ー6.3 全体の計算の流れ

y（お，0)=0

ay(；，0) ＝0} (32) 



境界条件

燃料集合体上・下端の境界条件は，端での曲げモー

メントがたわみ角に比例するとして，次式で与える。

（四（お，~)x=o,L. L= ±aL(JJj_（お，t）紐f1t=O,L•L＝土aL( 紐し。，L
(32) 

ここで， Lは燃料集合体の長さ， aLは燃料集合体

の固有振動数 W から次式で求められる定数。（端末支

持条件）□n亨；詈nh(¢LI2) ］（33) 

反発力

スペーサと圧力管の衝突による反発力は (20)式お

よび (27)式で与えられる。 (4.5節参照）

燃料棒の曲げ応力

燃料棒の被覆管に生ずる曲げ応力は，燃料棒の変形

曲率が燃料集合体中心軸の変形曲率と同じであること

から，次式で計算する。

<J=E 
a2y D. WlD 
--•一＋
a炉 28IR

ここで， E; 被覆管のヤング率

D; 被覆管の直径

I硲 被覆管の断面二次モーメント

a2y/aぉ2； 燃料集合体の変形曲率

(34) 

l; スペーサ・リング素子の固定ディンプ

ル・スパン

W; 燃料棒一本当りの衝突荷重

(34)式の第 1項は，燃料集合体の変形曲率によって

生ずる応力であり，第 2項は衝突時にスペーサのディ

ンプル部に付加される局所曲げ応力である。

6.2 数値解法

6.2.1 振動方程式の展開

基礎式 (30)を図ー6.2に示すメッシュの各ノードに

適用する。 i番目のスペーサを含むメッシュの長さを

4ぉiとし，（30)式を整理すると，時刻 tで，

b 1 がYt,i 
りぃ＋＿9ぃ＋ー ＝ft,i a a み況

(35) 

ここで，

Ar 
a= 

Elg 

b 
C 

＝ EI 

fぃ＝豆旱＋恥
犯 m

Ar 
m=--4叫

g 
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(35)式をベクトル表示すると，

b 
{fl} t+---=::--{y} t+[K] {y} t= {f} t (36) 

a 

左辺第 3項の [K]{y}は燃料集合体のたわみ項 1/a

・がy/aがを行列表示したものである。

(36)式より，

b 
{fl}1+-｛gh+［K]｛y}l=｛fh(37) 

a 

b 
{ii}2+-｛U}叶 [K]{y}2={f}2 (38) 

a 

b 
{ii}叶ー{y}叶 [K]{y}s={f}a (39) 

a 

サフィックス 1,2, 3は， それぞれ時刻 t-24t,

t-Llt, tに対応する。

また， y(t)をテーラー展開すると，

LJt2... 
y(t)＝り(t-4t)＋4堵(t-4t)＋―y(c)

2 

(t-Llt<c<t) 

y(t)-y(t-Llt) 
であるから， •y(c) を で近似して，

4t 

4t 
y(t)=y(t-Llt)＋一（y(t-成）＋y(t))

2 

これより，

4t 
{u}2=｛剥1十一({gh+｛gh)

2 

4t 
{u}3=｛u}2十一({ii}2+｛g}3)

2 

(40) 

(41) 

同様に， y(t)についてもテーラー展開して，

成2.. LJt2 
{y}2=｛y}叶虚{ii}叶ー{ii}l+-｛ii}2 (42) 

3 6 

瓜2 4t2 
{y} a= {Y}2十Llt{"ii}叶ー{ii}叶ー{ii}a (43) 

3 6 

(37)~(43)式より {y}, {ii}を消去する。

(1) 初期状態

初期条件により，

{y}i=O, ｛剥1=0

(37)式より，

{ii}l=｛f}1 

(40)式より，

虚
｛劇2=―({f}1+{ii}2) 

2 

(42)式より，

(44) 

(183) 



48 

4t2 成2
{y}2=万 {f}1+可―{fJ}2

(45)式より，

｛加＝ー2{f}1十;{y}2

(44), (46)式より，

4t 3 
仰 ＝ 一 す{f}1十五{y}2

(46), (47)式を (38)式に代入して，

-2{f}叶土{ylz+-;(-f{f}1 

3 
十五{y}2)＋［K]｛y}2=｛f}2

(f.+¾·-%-) {y}叶 [K]{y}2

= {f}z+2{f}i＋予｝｛f｝1

故に，

((1+去り[I]＋子[K]){y}2 

LJt2 瓜2 瓜8 b 
=f{f}2+（了盲・;）{f}1

(45) 

(46) 

(47) 

(48) 

ここで，［I]は単位マトリックスである。 (48)式よ

り，

{Yh=[D]→{f} (49) 

ここで，

(D]= (1+-/;L1t)[1]＋竺[K]
2a 6 

{f} 
4t2At2 At3 b 

＝了{f}2+（了宝・;）{f}1

である。

(2) 第 2タイム・ステップ以後

{Y}s= {Y}t, {y}z= {Ylt-Jt, {y}i= {y} t-2Jt, 

{f} s= {f}t, {f}z= {f} t-Jt, {f}i= {f} t-2Jt 

とおき，初期状態と同様に，（37)~ (43)式より {g}，

{ii}を消去して，次の結果を得る。

((1＋-/;At)[I]＋子[K]){Y}s

成2

＝ 6 
({f}i+4{f}z+ {f}s) 

ー（（1-い）［I］＋亨[K]){y}i 

+(2[I]ー主加[K]）｛y}2

(50)式より

(184) 

(50) 

{y} a=[D]一1({f}+[A] {y} 1 +[B] {y} 2) 

ここで，

である。

[DJ= (1+fc;-ilt)[I]＋竺[K]
2a 6 

[A]=-(1-fc;-ilt)[l]一竺[K]
2a 6 

2 
[B]=2[1]-~Lt炉[K]

3 

iJt2 
{f}＝一({f}i+4 {f}z+ {f} s) 

6 

(51) 

6.2.2 燃料集合体のたわみ項の取扱い（解析的手

法）

燃料集合体を一様な弾性梁と仮定しているため，

図ー6.4のモデルで，燃料集合体に分散荷重が作用した

Wi 渇 W3
t t 刃汽＋1

三―1• I • I • 1 •]・
X1 沿 X3 均 Xi+1 Xk jR2 

g 
x=O x= e 

図-6.4 たわみ量の解析的計算モデル

場合の任意点における各時刻におけるたわみ量を解析

的に求めることができる。同図において， M1,M2 ~ま

支持条件によって生ずる曲げモーメント， R1,R2は

反力である。また， Wiは叩ノードに働く分散荷重

であり， jメッシュに働ぐ慣性力，衝撃力，減衰力等

を集中荷重として代表させている。

x=l点での釣合いにより，

j 

Rl+M1＝区訊（l-おi)+M2
i=l 

おj:s;;ぉ三巧＋1の点での曲げモーメントは，

M=R心＋M1一区飢（の一のi)
i=l 

これより

M2-M1 お k

l 
＝ お十一区 Wi(l-Xi)

l i=1 
j 

+M1一区訊（おーおi)
i=l 

かy M 1 (M2-M1 
戸＝ー百＝ー百{ l お

a: le 

+~ I: Wi(l-Xi)+M1 
l i=1 
j 

噂飢(X-Xi)}

(52) 
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dy 1 (M2-M1 研
石＝ー百{ 2l 炉＋可

k 

•こ Wi(l—叩）＋M心
i=l 

ーこ
j 閏（おー叫）2

i=1 2 }+C1 

y=-―{ 1. (M2-M1 炉

El (6! 
が＋ー

6l 

le 

・区 Wi(l―叩）＋ー
M1 
2 

炉
i=l 

ーこ
j 開（おー叫）3

i=l 6 }＋C心＋C2

a) ぉ＝0で， y=Oより

C2=0 

b) ぉ＝lで， y=Oより

C1 
1 ＝両叶(M2+2M1)l2

ヽ`
＇ノ3
 

5
 

（
 

）
 

k 

YMT＝区おt(l-m)｛（2l-m)
i=l 

-RMT叶(l十おi)•RMT2}Wi 

u 
RMT1=~{3x(l-ぉ）

DNT 

・ [(ul+2)おー(ul+4)l]}
(58) 

k j 

心閉(l-m)噂訊(l-xi)3}

d2y dy I a 
c) ぉ＝0で，戸＝U石；＇（u=+)より

2l(3+ul)M1 +u鴫
k 

+u区訊(l→)Xi(2l-x)=0 (54) 
i=1 

d2y dy a 
d) ぉ＝lで，戸＝一U石；＇（ u＝+)より

2l(3 + ul)M2 + ul2 M1 
k 

+u区 Wi(l-Xi)年 (l十叩）＝0 (55) 
i=l 

(54), (55)式より， M1,M2を求めることができる

M1= 
ulB-2(3+ul)A 

DNT 

M2= 
ulA-2(3+ul)B 

DNT 

} (56) 

ここで，

k 

A=u I: Wi(l—叩）（2l-Xi)叩
i=l 
k 

B=u区Wi(l-xi)(l十おi)叩
i=l 

u 
RMT2= ~ {3ぉ（l-x)

DNT 

• [-（ul+2)おー2l]}

(57), (58)式より各ノード点叩 (j=l,2,・・・， k)で

のたわみ約と， 荷重 Wi(j=l,2，・・・， k)との関係

を次式の様に表現することができる。

{y} =[S]{W} 

[S]→＝［T]とおいて，

{W} =[T]・{Y} (59) 

(36)式の [K]{y} との対応は，（36)式が単位長さ

に働く加速度の式であることから，｛W}の各要素 Wi

をメッシュの質量 mi(mi=ArLlxi/g)で除してやれば

よい。

[Kij] {Yi}＝｛匹｝＝［五］切｝mi 切 i

故に，マトリックス [K]の各要素は，

Tii 
恥＝~ (60) 

となる。

燃料集合体の変形曲率により被覆管に生ずる曲げ応

力は (52)式より，任意の点での曲げモーメントが計

算できるので，（34)式において，

(61) 

DNT=4l(ul+3)2-u中

任意の点ぉ（おj~ぉ<幻叫でのたわみ比⑮5) 式に

C1, C2, M1, M2を代入して次のように求まる。

l (.!. 
y=―-{ itl WiXi(l-お）（一炉＋2l”―叫）6EIli=1 

k 

噂飢（l-おt)ぉ（一炉＋2如ー吋）＋YMT}

(57) 

ここで，

E 
o2y D M D 

・-=-・ 
ふ炉 2 I 2 

と置き換えて計算できる。

6.2.3 案内ばねの取扱い

6.1.3項～6.2.2項では，案内ばねのたわみが考慮

されておらず，燃料集合体の上・下端での変位は常に

ゼロとしている。これは，運動方程式の解法が複雑に

なることを防ぐためと，案内ばねが比較的弱いもので

あり，系全体から見ると，その影響が極めて小さいと

いう理由による。

本計算コードでは案内ばねの効果を次のモデルで考

慮する。（図ー6.5参照）

1) 燃料集合体を 1質点と考え，燃料集合体全体の

変位量を計算する。 ． ． 

2) 燃料集合体と圧力管は，ばねと衝撃吸収要素で

連結されているものとする。

3) 案内ばねには初期たわみがあり，常に圧縮力と

(185) 
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して作用する。

このモデルで計算される燃料集合体の変位は，各ス

ペーサ位置での燃料集合体のたわみ量と合成され，ス

ペーサと圧力管との衝突の判定に利用される。

燃料集合体の運動方程式は図ー6.5より，次のよう

になる。

外力 圧力管

F =mf 

し→ y 

図-6.5 案内ばねモデル

”jj十Cif+Ky=ma (62) 

ここで，

m; 燃料集合体の質量

a; 外力による加速度

C; 減衰係数

K; ばね定数 (=2ko)

案内ばねは上・下タイプレートについており，案内

ばねのばね定数を koとすると K=2koとなる。案内

ばねの最大変位はスペーサと圧力管の隙間と同一値と

する。

(62)式を 6.2.1項と同様の方法で解くと，次の様

になる。

1) 初期状態 (t=Llt)

(m＋予瓜＋fK)Y2

m成2 mL1t2 4t3 
= 6 •a2+(3 ＋戸）a1 (63) 

2) 第 2タイム・ステップ以後 (t=n虚， n>l)

(m+f虚＋亨k)Y3

mL1t2 
＝ 6 

(a叶 4a叶 a3)

2 
+(2m-―加K)Y2

-（m-；4t+ik)Y1 (64) 

(63)式の Y2, (64)式の釦が求める変位である。

なお，舶用炉燃料のように燃料集合体の上・下タイ

プレート部が格子板で固定される場合には，この計算

を省略することになる。

6.3 数値解析

実験により得られたデータ等に基づき，表ー6.1に示

(186) 

表ー6.1 入カデータ

標準燃料特殊燃料
(5F型） （4特型）

燃料集合体単位長重量
(kg/mm) 0.05772 0.0340 

粘性係数 (kg•sec/mmり 1 X 10-5 1 X 10-5 

燃料集合体断面 2次
モーメント (mmり 0. 4 X 106 0. 10 X 106 

ヤング率 (kg/mmり 7,800 7,800 

スペーサ反発係数 0.40 0.52 

圧力管とスペーサの
隙間 (mm) 1. 10 O. 90 

燃料集合体数 1 1 

燃料集合体上下支点
間長 (mm) 4,237 4,208.5 

スペーサの数 12 12 

6.5 

2.70 

案内ばねのばね定数
(kg/mm) 6.5 

燃料集合体固有振動数
実測値 (Hz) 2.48 

スペーサ位置 (mm)

S 1 482.0 

S 2 882.0 

S 3 1,282.0 

S 4 1,612.0 

S 5 1,872.0 

S 6 2,132.0 

S 7 2,392.0 

S 8 2,652.0 

S 9 2,912.0 

S 10 3,172.0 

S 11 3,502.0 

S 12 3,852.0 

552.0 

972.2 

1,312.0 

1,572.0 

1,832.0 

2,092.0 

2,352.0 

2,612.0 

2,872.0 

3,132.0 

3,472.0 
3,812.0 

スペーサのばね定数 (kg)
0 (mm) 0 

0.5 120 

1.o 
1. 5 

2.0 

280 

480 

760 

゜30 70 

120 

190 

2.5 1,240 310 

3.0 2,320 580 

タイムメッシュ (sec) 1 x 10-4 1 x 10-4 
(5 X 10-3) (5 X 10-3) 

表ー6.2 計算のケース（地震波）

入力波

TAFT 

EL CENTRO 

振動方向 質点番号

M24-X 50 

M18-Y 50 

M24-X 56 

M18-Y 56 

M24-X 50 

M18-Y 50 

M24-X 56 

Ml8-Y 56 
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す入カデータのもとでの数値計算を行った。

まず，解析計算コードの検証のため，表ー5.1に示す

各ケースについての計算を行い，実験値との比較検討

を行った。

地震波についての計算は，表ー6.2に示す各ケースに

ついて実施した。

これらの地震波は燃料集合体の上下端位置での圧力

管の時刻歴加速度である。それは原子炉本体を 60箇

の質点と弾性支持梁で構成した質点集中質量モデルで

近似し， このモデルに建屋基礎で最大 0.25Gの地震

波が加わった場合の応答波形である。

ここで，振動方向 X はプラントの南北方向， Yは

東西方向の振動波形を表わし，質点番号 50は燃料集

合体の上端位置の圧力管， 56は燃料集合体の下端位

置の圧力管を表わす。

計算結果の一例を図ー6.6および図ー6.7に示す。

図ー6.6は S6,S8, S10点の相対変位，相対速度，

相対加速度を示したものである。（1)のケースではま

ず S6点で燃料集合体が圧力管に衝突し，最大変位量

は約 1.4mmに達する（スペーサばねのたわみ量約

0.3mm)。 S8,S10点での最大変位量は，約 1.35mm

および約 1.3mmである。発生する相対加速度値も同

様の傾向を示している。衝突後の相対変位が平坦な

（丘または谷の）部分は燃料集合体が圧力管にもたれ

かかっている状態に対応している。この部分のスペー

サばねのたわみ量は各点とも 0.1mm程度であり，そ

の押し付け力は 8kg前後に相当する。

相対加速度の波形に含まれている高い振動数の小さ

な波は，軸方向メッシュ分割点の質量と剛性で構成さ

れる系の振動であって， 5F型で約 330Hz, 4特型で

表ー6.3 S6, S8, S10点の相対加速度

地震
S6 S8 S 10 

地震
S6 S8 S 10 

波名 TIME,ACCEL TIMEIACCEL TIMEIACCEL 波名 TIME,ACCEL TIMEIACCEL TIMEIACCEL 
(sec) (G) (sec) (G) (sec) (G) (sec) (G) (sec) (G) (sec) (G) 

4.1 1.6 3.7 1. 3 4.4 1.3 4.0 1. 4 4.8 -1. 4 5.5 1.2 

出←< 忌l 
4.6 1.4 4.6 -1. 1 5.5 0.9 

←出4 侶ご
5.7 -1. 6 5.7 -1.7 5.7 -1. 1 

5.8 2.6 6.5 -1. 8 5.6 -1. 3 5.8 -1. 4 6.6 1. 5 6.6 1.7 
←にx 寸内 6.6 1.4 6.7 -1. 1 6.5 1.2 

<← t: z: 
6.1 -1. 5 6.7 1. 5 7.0 1.o 

<t 区 6.7 -1.2 6.8 1. 6 7.5 -1. 1 6.6 1.5 6.9 1.6 7.5 -0.7 
7.0 -1. o 7.6 1. 3 7.6 0. 8 6.9 1.5 7.9 -1. 3 7.9 -0. 8 

3.7 1.2 3.7 1.3 4.7 1. 7 4.1 1. 3 4.1 1.4 4.2 -0.6 

ば旦゚ 4.1 1.5 4.1 1. 5 5.9 1. 6 

出←竺侶r 

4.6 -1. 3 6.7 1. 6 6.5 0.9 

H色芯← o 

5.6 -1. 8 5.3 -1.5 6.4 1.8 6.7 1.5 6.8 1.5 6.8 1. 1 
6.7 1.2 6.6 -1. 6 6.6 -1. 1 

に<← > 
6.8 1.7 6.8 -1. 5 7.2 0.8 

<← 芝 6.7 -1. 8 6.7 1.1 7.7 -1. o 6.8 -1. 3 7.0 1. 5 7.7 -0.7 
6.9 -2.3 6.9 -2. 8 7.9 1.7 8.6 -1. 4 8.2 -1. 1 7.9 0.8 

ば｛ <° 
2.3 3.0 2.2 -1.9 2.2 -1. 1 

にトi竺; 

2.3 -1. 2 2.2 -1. 8 1. 4 0. 8 
2.6 1.9 2.4 2.8 2.5 1. 1 2.4 1.0 2.4 -1. 3 2.2 -1. 4 

ゃ 2.6 -2.0 2.6 -1. 8 2.8 -0.6 2.5 -1.2 2.5 1.6 2.5 -0.8 

g［苔Z 
2.7 -1. 4 2.7 2.0 3.3 0.8 2.6 1.3 2.6 1. 5 2.6 0.7 
2.9 1. 1 2.7 -1. 5 4.3 0.9 2.7 1. 5 2.7 1.0 4.3 0.9 

に
4.5 -1. 8 2.9 1. 3 5.1 -0.8 4.5 -1. 7 5.1 -1.o 5.1 -0.6 

<にt→ ° 
2.2 -2.o 2.0 1.4 1.4 -0.6 

ば← ぐ第> 

2.3 1.6 1.9 1.3 2.2 0.7 
2.4 1.1 2.2 -1.2 2.0 0.5 2.4 -1.2 2.3 1.3 2.5 -0.6 

Q甘゚， 芦？ 区

2.5 1.0 2.4 -1. 4 2.2 -0.8 2.5 1.7 2.5 -1. 9 2.8 0.6 
2.5 -1. 6 2.5 1. o 2.5 -0. 8 

［旦
2.5 -1. 5 2.5 1.8 4.5 0.8 

3.4 0.9 2.7 1.0 2.7 0.7 4.5 -1.0 4.3 1. 1 5.1 -0.6 一に 4.5 -2.2 3.3 0.9 4.3 0.5 5.2 1.o 4.5 -1. 1 8.9 -0.6 
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約 240Hzである。

図ー6.7は TAFT波についての S6点の時刻歴応答

を示したものである。 9秒間の地震波のうち，初めの

3.6秒が予震の部分である。燃料集合体は初めの 2.3

秒間は中立の位置にあり， S6点は圧力管に接触しな

ぃ。本震の部分では圧力管の管壁から管壁への相対移

動を繰返し，中立の位置に留まることは殆んどない。

相対加速度は 5.8秒後に 2.5Gに達している。

各地震波について，大きな相対加速度の発生する時

間とその大きさを整理した結果を表ー6.3に示す。最

大値は S6点で 3.0G (EL CENTRO M24X-50) S8 

点 2.8G (TAFT MlSY-50) S10点 1.8G(TAFT 

M18Y-50)である。

7. 検討

7.1 実験値と計算値の比較

7.1.1 正弦波入力の場合

正弦波による振動実験の結果（点線）と相対変位の

計算値（実線）の比較を図ー7.1に示す。解析計算コ

ードによる計算は，圧力管の中心位置で静止状態にあ

る燃料集合体に正弦波状の振動外力が圧力管から加え

られた場合の時刻歴応答を計算するものであり， 2サ

イクル目以後ほぼ定常的な振動波形となる。

点線は計算値との差が極力小さくなるような位置に

実験値を重ね合わせたものである。

5Hz, 0.6Gのケースでは両波形が極めてよく一致

している。燃料集合体の圧力管への衝突によるピーク

値は実験値より僅かに高いが，その後に生ずる減衰振

動波形，衝突壁面から反対側の壁面への移動の様子な

ど，梧めてよい一致を示している。

7Hz, 0.6Gのケースでは（＋）側の両波形が比較

的よい一致を示している。点線の(-)側では圧力管

への最初の衝突が最大変位量より小さな位置で生じて

いる。これは最初の衝突に先立ち，他のスペーサが圧

力管に衝突した場合，あるいは，圧力管の斜め方向へ

の衝突に起因するものであり，偏心による後者の効果

は計算に組込まれていない。 7Hz,0.6Gのこのケー

スでは， S6点の斜め方向への衝突と S7点での圧力管

への衝突がほぼ同時に同程度の衝撃加速度値で生じて

おり，実験値は両者の影響を受けている。

9Hz, 0.3Gのケースは最も近似度の悪いケースで

ある。この振動数では燃料集合体を含む圧力管の共振

と燃料集合体の 3次共振の影響を受け， 0.6Gの実験

ができなかった。
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このケースでは相対変位の最大値が S10点で生じ，

S6点の相対変位は圧力管への最初の衝突より次のピ

ーク値の方が大きい。

図ー7.2は llHz, 0.6Gにおける S6,S8, S10点

の各波形を比較したものである。 S6点の相対変位は

最大変位量に差があるが，波形は全般によく一致して

いる。 S8点では初めの衝突によるビーク値は実験値

とよく一致している。次のビークは実験値で顕著なの

に対し，計算値では特に高いビークがなく，圧力管に

もたれかかる形で移動している。 S10点での両波形は

極めてよく一致している。

図ー7.2(2)の相対速度は S6点で実験値と計算値が

ほぼ一致している。 S8,S10点では計算値が僅かに大

きな値を示すが，その波形は全般によい近似波形とな

っている。（注， S6点の相対速度は縦軸が他の 2/3に

縮尺されている。）

図—7.2(3) の相対加速度は実験値が比較的滑らかな

曲線を描いているのに対し，計算値は高い振動数成分

を含む凹凸の激しい波形となっている。その原因は軸

方向メッシュ分割点の質量と剛性で構成される系の振

動によるもので，メッシュ分割数の拡大あるいは減衰

項の導入により平滑化が可能である。この高い周波数

成分を取り除いて得られる波形は実験値に近いものに

なることが同図から推測される。

相対加速度の最大値は実験値より高い値または同等

の値を示しているが，これもメッシュ分割点の振動成

分が除去されることにより，更に実験値に近づくこと

が予想される。（注， S10点の相対加速度は縦軸が他

の倍に拡大されている。）

加振振幅が小さく；燃料集合体が圧力管内で“おど

る”状態の場合には周期性に欠ける。 23Hz,0.6Gの

実験値は相対変位が 23Hzで管壁に衝突する振動を

繰返している。計算値にも 23Hzの脈動が含まれる

が，燃料集合体は 4倍の周期で圧力管内を移動しいて

る。図ー7.3参照。

また， 振動数 23Hzは圧力管の共振点であり， S6

PT~S8PTの点では加振振幅の 4倍前後の振幅に達

している。 （表ー5.3参照）。解析モデルでは，圧力管

を剛体近似しており，その差は大きい。

表ー7.1に実験値と計算値の比較を示す。同表にお

いて， o=l.lmmおよび o=0.9mmの欄は実験体系

についての計算値であり， o=0.55mm計算値の欄は

ふげん炉の公称値に対するものである。

5F型の相対変位および相対加速度について見ると，
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23Hz 0.6Gの相対変位 (5F型）

S 10 

図ー7.3

次の 5ケースで計算値が実験値より小さな値を示して

いる。

相対変位 7.0Hz, 0.3G, S8 (-0.04mm) 

7.0Hz, 0.3G, S10 (-0.09mm) 

9.0Hz, 0.3G, S10 (-0.13mm) 

11 Hz, 0.6 G, S8 

相対加速度 23Hz, 0.6 G, S6 

このうち相対変位について見ると，いずれも S10ぉ

よび S8であり，最も振幅の大きい S6では，常に計算

値の方が大きな値または等しい値を得ている。また，

7Hz, 0.3G, S8および 11Hz, 0.6 G, S8での差

-0.04mmおよびー0.05mmは，寸法精度の誤差範

囲内にある。従って，相対変位では S10での 7Hz,

0.3Gのー0.09mmおよび 9Hz,0.3Gの一0.13mm

の2ケースで明らかに計算値が実験値を下まわってい

ることになる。

相対加速度について見ると，計算値が実験値より小

さいのは 23Hzの1ケースである。この場合の計算値

は実験値の 0.76倍である。これは，前述の如く，圧

力管の共振に起因するものであり，その影響について

は検討を要する問題である。

以上，正弦波による振動実験データとの比較によ

り，次の結果を得た。

(1) 解析計算値は，相対変位，相対速度，相対加

速度ともによい近似波形を示す。

相対変位および相対加速度の計算値は，耐震(2) 
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表ー7.1 実験値と計算値の比較（正弦波）
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9
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上ほぼ安全側の値を示す。 また， これを地震波別に見ると，計測点 S6,S8, 

(3) 燃料集合体の圧力管への衝突時に生ずる最大 S10での最大値の大きさと発生点は表ー7.2の通りで

変位量は全般に大きな値となる傾向があり， ある。この表から，加速度の最大値が発生する位置に

更に，近似精度を高めるためにはスペーサば

ね等の取扱いに再考を要する。

(4) 圧力管の共振点の近くでは，圧力管の剛体近

似の効果が顕著に表われ，計算値が実験値を

下まわるケースがある。

7.1.2 地震波入力の場合

地震波の実験および計算で得られた相対加速度の最

大値は，次のとおりである。

計算値 27.5x 103mm/sec2 

TAFT M24X-50 S8 

実験値 21.5 x 103 mm/sec2 

TAFT MlSY-50 S8 

" (21.0 x 103 mm/sec2 

TAFT M24X-50 S8) 

ついて見ると，

(a) 両者が一致するケース 10ケース

(b) 他に僅かに高い点があるが，

誤差の範囲で一致するケース 5ケース

(C) 一致しないケース 1ケース

計 16ケース

となり， ELCENTRO MlSY-56の（＋）側で最大加

速度発生点が一致しないことを除くと，よく一致する

か，または，それに近い値 (0.5x 103 mm/sec釘2~3%

の相対的大小の差）を示す点であることがわかる。

相対加速度の大きさについてもほぼ同様の結果であ

り， TAFTMlSY-50のケースで実験値の方が大きな

値を示している以外は，計算値の方が大きいか，また

は等しい値を示している。

表ー7.2 相対加速度の最大値の比較（地震波）

計 算 値 実 験 値
計実算験値値地震波名 方向

位置 I 加速度 位置 I 加速度

TAFT ＋ S 8 27.5 x 103 rnrn/s2 S 8 21.0 x 103 mm/s2 

S 6 (11.0) 
1. 31 

M24X50 S 6 12.5 
S 8 (12.0) S 8 20.0 

TAFT ＋ S 8 14.5 S 8 17.5 
0.70 

Ml8Y50 
S 8 15.0 S 8 21.5 

＋ S 6 (17.5) S 6 16.2 
TAFT S 8 18.0 S 8 (10.5) 

1.00 
M24X56 

S 6 19.0 S 6 19.0 

TAFT ＋ S 8 12.5 S 8 10.7 
1.32 

Ml8Y56 S 8 18.5 S 8 (13.5) 
S10 14.0 

EL CENTRO ＋ S 6 11.0 S 6 14.0 
1.23 

M24X50 
S 6 23.5 S 6 19.1 

＋ S 8 18.5 S 8 (18.0) 
EL CENTRO S10 18.5 1. 05 
Ml8Y50 

S 8 21.5 S 8 20.5 

EL CENTRO ＋ S 6 21.5 S 6 16.5 
1.23 

M24X56 S 6 (12.0) S 6 17.5 
S 8 15.0 

＋ S 8 8.5 S 6 15.5 
EL CENTRO S10 (12.5) 

1.03 
Ml8Y56 

S 6 16.0 S 6 15.0 

平1.1 均1 
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実験により得られた最大加速度を 1.0として規格化

し，計算値との大小を比較すると，前述の表の通りと

なり，全体として計算値が 1.1倍大きな値を与えるこ

とがわかる。

TAFT M18Y-50では，計算値が一15.0X 103 mm/ 

sec2 であるのに対し，実験値は一21.5x 103 mm/sec2 

でかなり大きい。その第 1の原因として，変位量過大

による振動子のストッパーヘの衝突が考えられる。こ

のケースでは地震開始後 0.9秒までの間に衝突が起

り，最大ー20.5x 103 mm/sec2の衝撃加速度が発生し

61 

ている。 しかし， ー21.5x 103 mm/sec2の記録されて

しヽる 4~5秒ではストッパーに衝突していない。更に，

このケースでは（＋）側についても計算値／実験値＝

0.83で，実験値の方が大きい。

以上のとおり，本解析計算コードにより， 1,2のケ

ースを除くと，相対加速度の大きさおよびその発生点

を実用上十分な精度で解析できる。

振動波形の比較の 1例を図ー7.4および図＿7.5に示

す。図—7.4(1) の相対変位波形は変位量の小さな部分

で計算値が実験値より小さい波形を示すが，その他の
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部分ではよく一致している。また，相対速度の波形は

極めてよく一致している。相対速度の大きさは全般に

計算値が僅かに小さいかまたは等しい値を示してい

る。

図ー7.4(2)も（1)図と同様の傾向にある。

相対加速度の波形には衝撃加速度と運動加速度が含

まれており，その波形は極めて複雑な形となってい

る（図ー7.5参照）。そのため，計算波形と実験値の比

較による有意な結論は得られない。そこで，本研究で

は最大値の発生点，時期とその大きさの比較（前述）

にとどめることにする。また，燃料被覆管に生ずる最

大応力（燃料集合体のたわみおよびスペーサ部の局部

的曲げによる応力の合成値）は 1kg/mm2以下であり，

強度上問題のない範囲にある。

以上，地震波による振動実験データとの比較によ

り，次の結果を得た。

(1) 解析計算による相対変位，相対速度の時刻歴

応答波形はかなりの精度で実験値と一致す

る。

(2) 地震外力が小さく，燃料集合体が圧力管との

隙間内で“おどる”状態の場合には，相対変

位の計算波形が実験値より小さなものとなる

傾向がある。

(3) 相対加速度の最大値は，全体として，計算値

が実験値より約 1.1倍大きい値を示す。

(4) 相対加速度最大値の発生点は，実験値とほぼ

一致する。

(5) 燃料被覆管に生ずる最大応力は，強度的にみ

て十分に小さな値である。

7.2 地震波のパワー・スペクトラム密度

地震波のパワーがどのような周波数に分布している

かを調べ，解析モデルの妥当性を評価するため，バワ

ー・スペクトラム密度の分析を行った。

ここで言うパワーは仕事をする割合で，調和振動の

振幅の 2乗に比例する。地震波のようなランダム振動

は専用の振幅と位相を持つ調和振動の非常に多くの和

であると考えることができる。

地震波の全バワーは成分である調和振動の和であ

り，このパワーが周波数の関数としてどの様に分布し

ているかを知る必要がある。そこで，単位周波数間隔

あたりのパワーをパワー・スペクトラム密度 (power

spectrum density)と定義し，その量をパワーの周波数

分布として表示する。

パワー・スペクトラム密度P匹 (f)は，自己相関関数

(198) 

1 rT/2 
疇）＝i四T¥-T/2ぉ(t+z)ぉ(t)dt

のフーリエ変換
00 

p匹（f)＝＼疇）e-i砂 dz
-oo 

として理解することができる。即ち，自己相関関数を

求めることにより，一見不規則に見える地震波の信号

を統計処理し，そこに存在する周期性を明らかにし，

同時に全体から見た規則性の強さを明らかにする。こ

れをフーリエ変換して周波数の関係として表わすこと

により，どの周波数の振幅が概して大きいかを平均的

に表わしていることになる。

パワー・スペクトラム密度の分析には TOSBAC用

時系列統計計算プログラム， STATE-lEを用いた。

STATE-lEは TOSBAC用ライブラリー計算コード

である。

TAFT, EL CENTROの2波について行った分析

の結果は図ー7.6の通りであり，各分析結果とも，約

3Hzに主成分のピークがある。次に高いピーク値は

8Hz~l2Hzにあり，主ピーグより 1桁ないし 2桁小

さい。

EL CENTRO MlSY-50では，第3のピークが 20

Hz前後にあり，主ビーク値の約 1/14に達している。

また， TAFTMlSY-50では 20Hz前後のビークが

8~12Hzのピークとほぼ同一値で存在する。

その他のものは，主ピーク値より 3桁程度小さな値

である。

以上，ふげん燃料集合体に加わる地震波のスペクト

ラム密度分析を行った結果，その性質は次のようなも

のであることがわかった。

(1) 入力波の主成分は，約 3Hzに1つの大きく

鋭いピークを持つスペクトラム密度分布を示

す。

(2) 第2のピークは， 8~12Hzにあり，主ピー

ク値の 1/10~1/100程度である。

(3) 第 3のビークは，あるものとないものがあ

る。第 3のピークのあるものとしては，質点

番号 50のものが顕著である。

燃料集合体の 1次共振振動数が 2~3Hzにあるこ

と。また， 2次共振が 7~10Hzにあり，圧力管内燃

料集合体の振動ビークが 8~9Hzにあることから，

解析計算コードには，

(1) 約 3Hzの主成分に対する忠実な応答が得ら

れること，



63 

50 TAFT ATR M24-X 
囀
“

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

 

9
 
.... 9.-

-•OIXI

'==1nE=-0J' 

• 
ら....,.●●.,,.......... "・"..........'ヽ●●● ●ヽ•.. "・"... .. 

-fREOUENCT-

'"'・ 

50 TAFT ATR M18-Y 
―
―
・
ー
ー
・
0.0-

――

.
s
-＿.-
.
.
.
 
―
―
―
―

.
u
-
r
-
＿
 

-
•
0
1
"

、
ニ
エ
n
i
3
H
o
J
'

99... ,..,.,a... .L0•..... ,.......o• ↑9........ ．．．．． 
..,REQUENCT-

XC 9/2) H9 

50 EL CENTRO ATR M24-X 

s _ -
ら
..... '•"• U.H ..... H,H "•" H.N . ..... ヽヽ•99 "．．． ．．．99 . " " "... 

-fREQUENCT-
9 9 9 1 2 l H9 

50 EL CENTRO ATR M18—Y 

.......ヽ．．．，9．．． ‘’.““L••.“•99.“•99 99•98-..........,..... 
一FREQUENCY-

X(1/~) H: 

・・'-↑一
.. s
-
..... o-.s.g0.-c-g.s._.o-

[•O-m'zm83HoJ' 

56 TAFT ATR M24-X 

"し●●，．．．．，,............................．．ー●● ●...● 
-fREDUENCT-

X(9/2)H9 

56 TAFT ATR M18-Y 

"．．．,．．．． n... -.....、●●●●． sヽ．．．．．．．．....● ●.... _... .. 
-FREOUENCT-

X(l/2)Hz 

56 EL CENTRO ATR M24-X 

....,、•O 霊●●●●”........．．．．．“...“... "........．．．．．“●●● -FREOUENer-
X(1/21Hz 

56 EL CENTRO ATR M18-Y 

"●●●鵞9•••’’... •••99 99•H......ヽ........．．．．． ·,.o...... 
-f●fOUfHCT-

X(l/2JH, 

図ー7.6 地震波のパワースペクトラム密度分布

(199) 



64 

8~12Hzの成分に対して大きな誤差を伴な

わないこと

が要求される。

7.3 振動定数等の再検討

7.1節の比較検討により，動的応答の計算値が，耐

震強度上問題となる衝撃加速度の大きさ，発生点およ

び変位応答の面で実用上十分な精度を有するものであ

ることが立証された。

本節では衝撃加速度並びに変位応答波形の計算精度

を更に高めるため，振動定数等の再検討を行った。

計算精度を更に高めるうえでの主な問題点として，

圧力管の剛体近似，スペーサの取扱いおよび振動定数

の振幅依存性の点を採り上げて検討する。

7.3.1 圧力管の剛体近似

本解析計算コードでは，圧力管の固有振動数が燃料

集合体のそれに較べて十分に高いため，圧力管を完全

剛体として取扱っている。この仮定は耐震強度上問題

となる地震波の周波数成分が，圧力管の固有振動数よ

り十分低い領域にあることを前提としたものである。

それは地震波のパワー・スペクトラム密度の分析値

からも理解できる。即ち， 7.2節における各地震波の

パワー・スペクトラム密度は燃料集合体の固有振動数

に近い約 3Hzに主ビークがあり，それが支配的な要

素となっている。次のビークは 8~12Hzにあり，主

ビークより 1桁ないし 2桁小さい。 18~19Hzに第 3

のピークのあるものは TAFTMlSY-50および EL

CENTRO MlSY-50の2波のみである。

TAFT MlSY-50は計算による相対加速度の最大値

(. 2) 
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図ー7.7

0.30 
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(1)スペーサのばね定数 K の効果

(4特型 7Hz)

0.35 

が実験値より小さい唯一のケースである。その発生点

は一致するが，大きさが（一）側で大幅に違っている

（計算値／実験値＝0.7）。しかし，約 18Hzにあるバ

ワー・スペクトラム密度のビーク値は約 3Hzの主ピ

ークの約 1/150であり，共振点での共振倍率を考慮し

ても相対加速度の最大値の大幅な相違につながるとは

考えられない。

また， ELCENTRO MlSY-50では約 19Hzに主

ビークの約 1/14に達する顕著なビークがあるが，相

対加速度の最大値の発生点およびその大きさは実験値

とよく一致している。

従って，圧力管の共振点付近における地震波のパワ

ー・スペクトラム密度が十分に小さな値であれば，圧

力管の剛体近似による耐震強度算出への影響は，実用

上許容し得る範囲のものであると考えてよいであろ

ぅ。

しかし，圧力管の共振点を選んで行なった 23Hz,

0.6Gの正弦波による振動実験においては，圧力管の

共振倍率（振幅）は S6点で 3~4倍に達し，相対加

速度の最大値は 4.3Gを記録している。

このため，本解析計算コードの利用に際しては，

先ず地震波（あるいは他の入力波）のスペクトラム密

度分布がどのようなものであるかを分析し，本解析計

算コードによる計算値の信頼性を評価する目安とする

必要がある。

7.3.2 スペーサの取扱い

スペーサのばね定数および反発係数が振動波形に及

ぼす影響を調べるため，振動定数を変化させたいくつ

I I CA]>:- 4 1 CA]>:- 5 1CA;J:-6 

相 40
対 201・ CASE-6 
喜。

(mm) -20 

(1[!I口：，E'／／3‘0/CASE-5 /¥  

図ー7.7

0.35 
時間 (sec)

(2)スペーサの反発係数 Keの効果

(4特型 7Hz)

0.40 

(200) 
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かのケースについて計算を行い，それらの効果を調べ こで，地震波の応答が反発係数の大小によりどのよう

た。 に変化するかを調べるため， Keを 1.0から 0.2まで

悶 7.7(1)はスペーサのばね定数の相対変位に及ぼ の広範囲に変化させた場合についての解析計算を行っ

す効果について示したものである。 (4特型， 7Hz,正 た。その結果を図ー7.8(1)~(4)に示す。

弦波）。 CASE-2は，ばね定数 kを4特型の実測値に これらのグラフにおいて Keが 1に近いケースで

合わせて lOOkg/mmとしたものであり， CASE-1,3 は，集合体が圧力管に衝突した後に，高い振動数で小

はその 0.5倍および 2倍のばね定数比としたもので さな振幅の減衰振動が見られる。 この振動は 30Hz

ある。 前後の振動数であり，スペーサのばね定数とスペーサ

相対変位の最大値は，次のとおりであり，ばね定数 間の燃料集合体の質量で構成される振動系の振動数

が小さいほど相対変位は大きくなる。

ばね定数比

CASE-1 x0.5 

CASE-2 

CASE-3 

xl 

x2 

相対変位
（片振幅）

1.06mm 

0.94mm 

0.85mm 

燃料集合体が圧力管に衝突した後に生ずるはね返り

の大きさは，ばね定数が大きいほど大きくなる。ま

た，衝突後に生ずる減衰振動は，ばね定数が大きいほ

ど持続する。

図ー7.7(2)は反発係数 Keの相対変位に及ぼす効果

について示したものである。 (4特型， 8Hz,正弦波）。

CASE-4は4特型燃料集合体の反発係数についての

計算値である。 CASE-5は5F型燃料集合体の反発係

数を用いた場合のものである。 CASE-6は4特型燃

料集合体で，衝撃力が最小となる時の反発係数の外挿

値を用いた場合のものである。

反発係数 0.85は，衝突によるはね返りの高さが初

期高さの 92%に戻ることを意味しており， CASE-6

では振動が次第に増幅され，発散してしまう。

CASE-4と CASE-5においては，相対変位の最大

31.5Hzに対応する。

この部分の減衰振動波形を除くと，全ケースにわた

り相対変位に違いは認められない。

相対加速度および相対速度は Keによって変化す

る。その最大値は表ー7.3のとおりである。 Keが 0.6

以上の場合，応答に与える影響は小さく，平均的な値

による定数近似で十分な精度が得られる。 Keが 0.4

~0.6の範囲では，定数のとり方により相対加速度の

最大値に差がでてくる。 Keが 0.4以下では相対加速

度が急激に増加する。

表ー7.3 スペーサの反発係数と相対速度，相対加

反発係数
Ke 

1.o 

0.8 

0.6 

0.4 

0.2 

速度の最大値の関係 (TAFTM24X-50 

計算値）

最大加x10速3度m m/sec2 最大速度 mm/sec 

s 7 I S 5 s 7 I S 5 

15.0 19.5 63 62 

15.7 13.2 63 64 

16.5 10.8 63 64 

27.5 20.5 65 66 

155 138 99 78 

値に大差はないが，反発係数が大きいほど最大値も大 以上のように，反発係数の減少は相対加速度の増加

きくなる傾向が僅かに見られる。衝突後のはね返りの をもたらすが，燃料集合体についての実測値 Ke=0.4

高さは反発係数が大きいほど大きく，移動距離の大き ～0.6の範囲ではそれほど大幅な増加には結びつかな

さの差が次の衝突（または接触）までの時間に影響を いことがわかる。そこで，安全側の評価のためには衝

及ぼしている。 撃力 200~600kgで実測された一定値（図ー4.8参照）

燃料集合体が圧力管に衝突して生ずる衝撃加速度 を採用するのが妥当であると考えられる。

は，衝突の際のスペーサばねの変形により吸収され， 7.3.3 振動定数の振幅依存性

次の瞬間反発力として作用する。従って，物理的には 燃料集合体の固有振動数および減衰係数比は図-4.7

スペーサのばね力と反発力を切り離して考えることが および図＿4.6に示すとおり， 振幅に依存してその値

できない。本解析計算ではそれぞれを独立の要素とし が変化する。

て取扱い，反発係数は一定値として与えている。 自由振動特l生からの逆算による燃料集合体断面二次

しかし，反発力の実測値は図ー4.18に示すとおりで モーメントの推定値は， 4.2節（図ー4.9)に示す通り

あり，その大きさは衝撃力の大きさに左右される。そ であり，明らかに振幅に依存する。

(203) 
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表ー7.4 振 動 定 数 の 入 力

値

振動定数 I 関数形，実験値 I 基本プログラム I 改良プログラム

単位長質蘊 Ar/g 0.05772 kg/mm一定 同左

燃剛料性集E合I体の A<l.8mm l=4x 105mm4 同左

Fo=2.94Hz一定 E=7,800kg/mm 

l=const. 

l.8<Aく200mm

F。キ0.472In Ax 104 

Iキ柘(lnAx 10り2

燃減料衰集係合数体Cの O<A<l.8mm C=l X 10-5 C=0.62 x 10-6e0・48A

C=0.62 x 10-6e0・48A kg• sec/rnrn2 kg•sec/mm2 

A>l.8mm 

Cキ2x 10-5 const. 

スペー数サの 同右 変位 mm 荷重 kg 同左
ばね定 k 

゜ ゜0.5 60 

1. o 140 

1. 5 240 

2.0 380 

2.5 620 

3.0 1,160 

スペー数サの lOO<F<900Kg Ke=0.4 同左
反発係 Ke Keキconst.
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しかし，圧力管の中での振動に限定した場合，その

相対変位量は 3.12min（両振幅）未満であり，断面二

次モーメント Iの平均値は (4.0~4.8)x 106 mm4の範

囲にある。 f0C{Tの関係にあることから， l=4x106 

mm4を用いることによる固有振動数の計算値の誤差

は数％未満に留めることができる。地震時には固有振

動数の差が相対変位，相対加速度に影響を及ぼすこと

が考えられるが， l=(4~5)x106m面の正弦波による

計算では，殆んど差が表われていない。

以上のとおり，燃料集合体の質量 M と剛性 EIで

構成される慣性力と復元力の項は振幅依存性が小さ

く，その定数近似により，実用上有意な障害を及ぼす

ことはないと考えてよい。

減衰力の項の振幅依存性は明らかである。本解析計

算では振動実験により得られた相対変位の最大値

llHz, 0.6G時 3.12mm(P-P)' 

その他の正弦波 く2.83mm(P-P) 

地震波 く2.8mm (P-P) 

から，両振幅 3mmにおける自由振動時の振動数 fo

=2.7Hz, 減数係数比こ＝0.055を用いて，次の関係

式から減衰係数 C=lx 10-5 kg•sec/fOID2 を算出し，

採用している。

C＝こ•Cc=4吋迦( (65) 

こ＝4-,Cc=2心天， fo＝上喜〈
c c'2冗 m

しかし， 4.2節で求めた減衰係数比は振幅の減少に

つれて急激に小さくなる傾向があり，燃料集合体が圧

力管との隙間内で“おどる’'時には (<0.03であるこ

とが明らかになっている。このことから，“おどる”

状態での相対変位の計算値が実験値より小さなものと

なることが理解できる。

本解析計算コード開発の主目的が耐震強度の評価に

あることからすれば，衝撃加速度が精度よく算出でき

るよう，配慮すべきであり，採用した C値は妥当な

ものであると評価してよい。

炉心内での燃料集合体の変位挙動の精度よいシミュ

レーションに重点をおく必要のある場合には，前述の

ような特性を持つ C値の補正が必要である。 C値を

ペラメータとして変化させ，その様子を調べた結果を

図ー7.9に示す。同図において， C値を 1/2とした C

=0.000005 kg• sec/mm2のケースでは実験値にかなり

近い波形となる。そして，更に小さな C値では更に

実験値に近い波形となることが期待できる。しかし，

相対加速度について見ると，前記のケースでも最大値

が 6.6Gを超え，更に発散する傾向を示している。

そこで，衝撃加速度の計算精度を損うことなく変位

挙動をより忠実に模擬するため，プログラムの改良を

行なった。以下，このプログラムを「改良プログラム」

と呼び，改良前のプログラムを「基本プログラム」と

呼ぶ。

(65)式に， 4.2節の実験で得られた固有振動数（図ー

4.7)および減衰係数比（図ー4.6)を代入して得られた
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図ー7.11 改良プログラムによる計算値
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減衰係数の値を図ー7.10に示す。同図から，減衰係数

Cを，

C=0.62 x 10-6e0・95nkg• sec/mmり

O<D~3.6mm 

C::::;=2x 10-5 kg•sec/mmぢ

D>3.6mm 

で近似し， これを改良プログラムの C値として入力

する。その他の定数等は全て基本プログラムと同一値

である。表ー7.4参照。

改良プログラムによる計算値と実験値の比較の 1例

を図ー7.11に示す。同図において，実線は改良プログ

ラムによる相対加速度，相対速度，相対変位の計算値

を示し，点線および細点線は相対変位の実験値および

基本プログラムの計算値を示す。

改良プログラムによる相対加速度の計算値は基本プ

ログラムのそれより全般的に大きく，その最大値は基

本プログラムとほぼ同等のケースと僅かに大きいケー

スとがある。

相対速度の波形は基本プログラムの場合と同等で，

顕著な差異は認められない。

相対変位の波形は全般に基本プログラムによる計算

値と実験値の間にある。加速度の大きい本震の部分で

は実験値とほぼ一致（基本プログラムの場合も同じ）

し，予震の部分では実験値にかなり近い波形を示す。

但し，図ー7.11では 0.8~2秒において，振動子の

ストッパーヘの衝突（振動子の変位量が土20mm以

上）による不都合に起因する不一致の部分を除く。

改良プログラムの採用により，相対加速度の最大値

を変えることなく，相対変位波形を実験値にかなり近

づけることができた。しかし，実時間 10秒間の耐震

計算に要する計算時間は TOSBAC-5600で 200分を

超え，（基本プログラムでは約 15分）汎用性に欠ける

面を有している。従って，本解析計算コードの利用に

際しては，基本プログラムによる耐震計算を主体と

し，必要に応じて改良プログラムを利用するのが得策

であろう。

以上のとおり，燃料集合体の振動定数のうち，単位

長質量，燃料集合体の剛性，スペーサの反発係数は，

定数近似によりその応答を十分な精度で模擬できる。

スペーサのばね定数および燃料集合体の減衰係数に

ついては，その振幅依存性を考慮する必要がある。こ

のうち，スペーサのばね定数については基本プログラ

ムでその振幅依存性を考慮し，地震時の変位，加速度

などの時刻歴応答が実用上十分な精度で解析できるこ

(208) 

とを立証した。改良プログラムでは更に減衰係数の振

幅依存性を考慮し，シュミレーション精度を更に高め

ることができることを明らかにした。

8. あとがき

ふげん燃料集合体の地震時の振動挙動を明らかにす

ることを目的として，実燃料集合体の振動試験および

動的応答解析を行い，次の事項を明らかにした。

(1) 燃料集合体の固有振動数は，小振幅では一定

値 (2.94Hz)である。振幅が或る範囲を超える

と，振幅の増大につれて振動数は低下する。そ

の原因は燃料棒をバンドル状に束ねたスペーサ

の保持力に抗して燃料棒の移動が生ずるもので

あり，断面二次モーメントは振幅に依存する。

(2) 振幅の大きな部分の減衰には，前述の理由に

よる固体摩擦の項が含まれており，減衰係数比

はほぼ一定値 (0.08~0.15)である。振幅の小

さな部分の減衰係数比は，振幅に依存して急激

に低下する。

(3) スペーサのばね定数は，一定値ではなく，変

位量のベキ乗に比例する関数形で近似できる。

スペーサの反発係数は衝撃力に依存し， 0.4~

0.8である。

(4) 地震時の最大衝撃加速度は約 2.2Gであり，

発生する応力は十分に小さい。

燃料棒の振動は振動性二次要素の系で近似で

き，減衰係数比は約 0.08である。燃料棒がス

ペーサ間で大きくたわむことはなく，圧力管と

の間の最小隙間は確保できる。

(5) 解析計算による相対変位，相対速度の時刻歴

応答波形は実験値とかなりよく一致する。相対

加速度は大き目の値となる。

地震外力が小さく，燃料集合体が圧力管との

隙間内で“おどる”状態の時には，相対変位波

形の計算値が実験値より小さなものとなる。

(6) 解析計算のシミュレーション精度は，振動系

要素の振幅依存性（エネルギー依存性）を考慮

することにより，更に高めることができる。

(7) 解析計算コードでは，圧力管を剛体近似して

いる。しかし，圧力管の固有振動数は，地震波

のパワー・スペクトラム密度分布から見て無視

し得る程高いとはいえない。このため，本解析

計算コードの使用に際しては，その信頼性評価

の目安として，入力波のバワー・スペクトラム



密度の分析を行なう必要がある。

(8) 上記の弊害を取り除き，より完全な形で解析

計算を行なうためには，圧力管のたわみを考慮

する必要があろう。
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付録ー1 新型転換炉原型炉

「ふげん」の概要
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新型転換炉は，動力炉・核燃料開発事業団がナショ

ナル・プロジニクトとして開発を進めている重水減速

沸騰軽水冷却圧力管型の原子炉である。この原子炉

は，減速材に中性子吸収の少ない重水を用い，天然ウ

ランまたは減損ウランとプルトニウムを混合した燃料

を主に使用する。

「ふげん」は電気出力 16,500kWの原型炉で，敦賀

市に建設され， 昭和 54年 3月に運転を開始した。そ

の主要目および概念を付表ー1.1および付図ー1.1に示

す。原子炉本体は練炭のような形のカランドリア・タ

ンクとその外周の鉄・水遮蔽体からなり，全体の寸法

は直径約 10.5m, 高さ約 6.7mである。練炭の孔に

相当する部分の圧力管集合体は合計 224本で， 225mm

ビッチの正方格子状に配列されている。

圧力管集合体はジルコニウム・ 2.5%ニオブ合金製

の圧力管とそれを取り巻くジルカロイー2製のカラン

付表ー1.1 新型転換炉「ふげん」の主要目

炉型式

出力

炉心

燃料

圧力管

熱出力

電気出力

炉心高さ

炉心直径

圧力管間隔

燃料装荷量

重水装荷量

種類，濃縮度

燃料棒配列

燃料集合体数

被覆管

カランドリア管

炉心冷却系冷却材

炉心入口温度

重水減速沸騰軽水冷却（圧力管型）

557,000kW 

165,000kW 

3.70m 

4.05m 

24cm 

34ton 

90ton 

(1) 1.5%二酸化ウラン焼結ペレット

(2)富化度 0.66%および 1.3％プルトニウム

混合天然ウラソ酸化物焼結ペレット

28本三層同心円配列

224体

ジルカロイー2（外径 16.5mm)

ジルコニウム 2.5％ニオブ合金（内径 118mm)

ジルカロイー2（肉厚 1.9mm)

軽水 (H心）

277° C 

圧力（蒸気ドラム）

冷却材流量

68kg/cm愴

7,600ton/h 

279° C 

63.5kg/cm2•g 

910ton/h 

タービン 蒸気温度

蒸気圧力

蒸気流量

(209) 
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ドリア管からなり，その両端はカランドリア・タンク

の上・下格子板にロール・ジョイント法で接合されて

いる。燃料集合体は圧力管に挿入され，下部を支持さ

れる。圧力管は約 92kg/cm2の耐圧管で，その下部か

ら流入する冷却用軽水（約 70kg/cmりは，燃料棒か

らの熱を受けて一部が蒸気となり， 2相流の形で上昇

し，上昇管を経て蒸気ドラムヘ導かれる。

カランドリア管の外側には減速材の重水が満たされ

ており，カランドリア管と圧力管の隙間には断熱のた

めの炭酸ガスがゆっくりと流されている。圧力管集合

体を構成する圧力管とカランドリア管の隙間は約 5

mmあるが，地震時には両管がほぼ一体となって振動

する。上・下端を支持された圧力管集合体の横振れ固

有振動数は，

fn= (OL)V堕2冗L2 w 

で求められる。ここで，

/3L； 両端の支持条件で決まる定数

付図ー1.1 「ふげん」の概念図

(210) 
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L; 支持点間の距離

g; 重力の加速度

El; 圧力管集合体の剛性

W; 単位長さ当りの重量

を表わす。上式による 1次， 2次の固有振動数は，支

持条件が両端単純支持の場合で，

/1=13Hz, /2=52Hz 

であり，燃料集合体の固有振動数（約 2Hz)より，か

なり高い。また，カランドリア・タンクは十分な耐震

強度を有する設計で，原子炉本体の1次および 2次の

固有振動数は /1=21Hz,/2=92Hzである。

付録ー2 弾性支持された棒の固有振動数

および歪と変位の関係

Burgreen6), 7)は，流水中で振動している燃料棒の変

位曲線が，その支持点で或る程度の傾斜角と曲げモー

メントを有するものであることをつき

とめた。そして，棒の端末の傾斜角は

端末にかかる曲げモーメントに比例す

るものと考え， 端末の支持条件 (end

fixity)を a(L)値 (endfixity factor) 
L 

で表わした。端末の支持条件が②式

の形で弾性支持されている場合で，棒

が一次モードの振動をしている場合に

ついて考えてみる。

基準関数を y（ぉ）とした時の棒の横

振動の形態①式に② ③式の境界条件を入れると，

y（お）＝C1cosh紅＋C2sinh肛

+Ca cos紅＋C4sin邸

L..  f L ¥.f  L 
ぉ＝一T, y’'（-了)＝-ay'（一了）

ぉ＝＋t， y'1号）＝ay'（t)}② 

｝ 

①
 

L I L 
ぉ＝士了， y（三）＝9

x=O, y'(O)=O 

y（お）＝c4(cosh/3おー coshf3LI2 cos知
cos §LI2)  

Wn=  
(/3L)2 ✓亙
L2'pA 

厚さ (t)の梁が振動している時の歪 (Eo) と変位

(8)の関係は曲率半径を (p) とすると，材料力学の

公式により，

o 2y(O) 

e。ty"(O) ⑦ 

y t 1 d匈
e=-，eo=- -＝ p'-u 2p'p d炉'

o=y(O) 

であるから，④式のたわみ曲線を持つ梁の 8とeoの

関係は，

1-
cosh {jL/2 

o - cos {jL/2 L2 

云＝2（叫(1+coshgLI2)．了
2 / ¥ -'cos [jL/2 

⑧
 

となる。ここで，⑧式を⑨式のように表わすと， K。
は梁の固有値と端末の支持条件（固有振動数）によっ

て決まる固有の値となる。

8 L2 
-＝K。-
e。 t ⑨

 

従って，空気中で振動している棒の 8と eoの関係

はその物性値と固有振動数を知ることにより求められ

る。

Burgreenは， 弾性支持されている梁に等分布荷重

がかかる場合の方程式と 0/eoの関係を求め， 更に，

影響する因子について検討している。また，岡崎見

その他は各種の荷重のかかる場合について，レーリー

の方法による振動数を求めている。

各種の荷重に対するたわみ曲線と固有振動数は以下

のとおりである。

(1) 等分布荷重のとき

③
 

④
 

0「>尤
aL= 

-2{3L 

tan {3L/2+tanh {3L/2 

となる。ここで Pは固有振動数伽と棒の固有値 EI/
pAで決まる定数である。

⑤
 

P={pA(J)土
EI ⑥

 

梁のたわみ

EI が L _ L2 aL 
而 y＝五―五炉十五― aL+2炉

＋且 1
12 aL+2 

a 

vーリー法による固有振動数

⑩ 

(211) 
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EI 
叫＝―-一

pA 

（上＋上（ユー）こ上 aL)
120'144 ¥ aL-+-2 J 72 aL+2 

叫二＋亭（二）2土（土）2+忘（a;［2)2-土（二）ーニふ］
⑪ 

Ko値（この場合の Ko値を K。uとする）

aL+lO 
K。u=

8aL+48 
⑫
 

但し， Ko値は⑧式と比較できるよう座標軸を変換し，梁の中央でぉ＝o,弾性支持点で年＝土L/2とする。

この時の⑩式は⑩＇式で表わされ，⑩'と⑦式から⑬式を得る。

EI が L紐i2I aL+6 ¥. L4 aL+ 10 

戸言― 48（ュ叶声 aL+2 ⑩’ 

以下， Ko値と K。o（中央集中荷重）， Kos（正弦状分布荷重）で表わし，座標軸を前記のとおりに変換する。

(2) 中央集中荷重のとき

EI 企 aL L.  l L2 
―y=---+ —企＋ー
F " 12'aL+2 16 -'aL+2 8 

お，
W=F 

⑬ 

L 
ただし年5-

2 

叫＝旦
pA 

0「”
g 

巳—上 aL 己(aL 2 
48 32 aL+2 64 aL+2) } x104 

L4[11(aL)2  100 (1)2  aL 101  aL 1 
6.4512十声 aL+2 十声 aL+2 +（aL+2)2 2.048―l.8432aL+2―戸iaL1+2] 

⑭ 

Koo= 
aL+8 

12aL+48 

(3) 正弦状分布荷重のとき

EI IL ¥4 冗

*y=（一） sinーお＋
a IL ¥3 

冗 L aL+2丘）企
aL IL ¥3 

-aL+2に）ぉ

⑮ 

⑯ 

W=Wosin（扮

炉
0「エ
y 

EI 
叫＝一・

pA 

1 8aL 1 (aL 戸
万― aL+2百+aL+2 が

げ—)4 ｛告ー a8芦'2 土＋（ a芦•2)2羞｝
⑰ 

2

が

＋

＋

 

＼
＼
ー
ー
／
＼
＼
＇
！
／

冗

冗
＿

4
l

l

 いが＿
2

(—\ 

L
 

L
 

a
 

a
 

＝
 

Kos 
⑱ 

以上の各仮想分布荷重についての aLとKoの関係および aLと wn/./E恥頑の関係を付図ー2.1および付図ー

2.2に示す。

(212) 



Ko 

/JL 
1 - ccshナ・ ＿ 

且L
―—次モード固有振動 ko = 2 

cos 

(2号）2ぃ竺
ccs 2 

） 
aL(li)＋2 

●ー一正弦状荷頂 Ko, = 
aL（予")＋召

ー・ー等分布荷頂 Kou = aL +IO 
8 aL+ 48 

" 
〇.15卜＼

;~、 ＼-:::::...—中央集中荷重 koe = 12aaL̀ 

‘¥、 応三二二に
•、

0.10卜＼Koc
‘̀ ----..----••一—-l 1-

0.05 

゜
10 100 aL 』は

付図ー2.1 aLと K。の関係

5
 

2
 合＿鳳

（炉）20

15 

10 

10 

炉）

） 

100 
！巨≪L. co 

付図ー2.2 aLと (L)n/｛亙の関係
pA 

付録ー3 スペーサの粘性減衰係数

粘性減衰力の働く振動の運動方程式 (22)式におい

て， V1 

M 
ア”＋匹＇＋ Kぉ＝0 (22) 曰

μ<4K(M/g)のとき，衝突後

逆方向に運動する。 (22)式

の解は，

ぉ＝Ae-atcos {3t 

+Be-at sin {3t 

で表わされる。ここで，

四
a?＝一

2M 

¢=］包＿四：一
M 4M2 

]>
① 衝突円

r2 >
A, Bは初期条件によって決

まる定数である。

V
-

口

lx  

゜初期条件 t=Oでぉ＝0より， A=Oであるから，

おおよび速度 Vは②，③式で表わされる。
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ぉ＝Be-atsin¢t ⑨ 

dぉ
v=―=Be-≪t(-a sin {3t+ f3 cos {3t) ③ 

dt 

t=Oで v=V1より，③式から，

v1 
B=--

¢ 

③，④式は

v1 
の＝一e-atsin ¢t 

§ ④ 

v1 
v=―e-≪t(-a sin {3t+ {3 cos {3t) ⑤ p 

となる。物体が衝突してから離れるまでの時間 tは，

{3t＝冗， t＝冗格であるから， その時の速度 V2しま⑤

式より，

v1 V2=―-e-≪(rr/fl)(-/3)= -Vie-a(冗／{J) ⑥
p 

となる。

反発係数 Keは定義により，

-V2 
Ke=― =e-a（"Ip) 

v1 
冗

logKe=-a~ 
¢ 

□ t 

p
 μg 冗

2M VkgIMー炉g2/4M2

で表わされる。両辺を 2乗して整理すると，

(log Kか＝
咋 2g

4KMgー炉g2

炉＝
4K(M/g)(log Ke)2 

(logKか＋が

となり，

2ガ政躙logKe 
μ= 

沢logKが＋が

2(M/ g)..fK(ii[Jfif; log Ke 

V(logKが十が
(27) 

を得る。
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